
令和６年度
第２回 紀の川市まち･ひと･しごと創生総合戦略審議会 次第

１．開会

２．会長挨拶

３．人口動態について

４．議題

（１）紀の川市まち・ひと・しごと創生総合戦略の進捗について

・基本目標Ⅰ「地域の特性を活かして地域の稼ぐ力を高め、所得の循環構造

形成を実現する」…【資料①-1】

・基本目標Ⅱ「紀の川市へのひとの流れをつくる」…【資料①-2】

・基本目標Ⅲ「結婚・出産・子育ての希望をかなえる」…【資料①-3】

・基本目標Ⅳ「誰もが活躍でき、安全で安心して暮らしつづけることができ
る住みよいまちをつくる」…【資料①-4】

（２） 紀の川市まち・ひと・しごと創生総合戦略の改訂について【資料②-1～4】

（３）その他

５．閉会

紀の川市まち･ひと･しごと創生本部事務局（企画部 企画経営課内）

日時：令和7年1月14日 午前10時00分～
場所：紀の川市役所 3階 庁議室



令和6年の人口動態について
▶令和6年12月末時点：58,920人 （前年比：▲658人）
▶令和4年から3年連続で社会増となったが、出生者数は過去最低
▶前年の12月末時点の人口を比較して、地区別では打田地区のみ人口増加

（＋100人）、他の地区は人口減少

各年における人口動態（自然増減、社会増減）
（人）

※ 住⺠基本台帳より

令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

-508 -483 -453 -626 -590 -643

 A.出生 324 300 311 288 294 268

 B.死亡 832 783 764 914 884 911

-335 -241 -83 44 182 6

 C.転入 1,425 1,370 1,456 1,555 1,625 1,557

 D.転出 1,760 1,611 1,539 1,511 1,443 1,551

-843 -724 -536 -582 -408 -637 Z.人口動態（X＋Y）

 X.自然増減（A-B）

 Y.社会増減（C-D）



基本目標
の名称

まち・ひと・しごと創⽣総合戦略基本目標評価シート①
1.基本目標の概要

地域の特性を活かして地域の稼ぐ⼒を⾼め、所得の循環構造形成を実現する
　地域の特性を活かした産業振興に取り組むことで地域経済の活性化を図り、雇⽤を拡⼤・創出するとともに、能⼒を発揮してやりがいが得られる地場産
業の魅⼒を積極的にアピールし、若い世代を中⼼に幅広い世代が⽣涯安⼼して暮らすことのできる就業環境を確保・創出します。
　そのためにも、地域の稼ぐ⼒を⾼めるための、地域経済循環構造を構築し、働く場づくりを通じた安定的な就業機会の確保を図り、市全体の所得を向上
させるとともに、地域や⺠間企業などの主体性を促すよう公⺠連携による施策を推進し、稼ぐ地域の創出をめざします。

2.第2次⻑期総合計画後期基本計画との連携

実績値
（R6）

3.数値目標の状況
実績値
（R5）

実績値
（R4）

3-1-1　地域の特性を⽣かした農業振興
5-2-2　地域の活性化と移住・定住環境の充実

5-3-2　市政情報の発信と市政参加の促進

実績値
（R3）

実績値
(R2)参考

基準値
（R1） 達成率

3-1-3　商工業の振興3-1-2　均衡の取れた農村や農地の整備
3-3-1　観光資源を発掘・活⽤した観光振興

【基本的方向】　具体的施策

達成率

621

指標の分析

1,300

基本目標
の方向性

102.8%

基準値
（R1）

実績値
(R2)参考

実績値
（R3）

実績値
（R4）

1,090

実績値
（R5）

1,1961,103 1,196
【地域経済の活性化と稼ぐ⼒の向上】　「市内企業の振興・活性化」「起業・創業・経営安定の⽀援」

92.0%

退職所得の減少等が要因となり、市⺠1⼈当たり課税対象所得は微減となりましたが、目標数値は達成している状態です。

4.KPI（Key Performance Indicator＝重要業績評価指標）の状況

基本施策

商工会会員数
創業⽀援補助⾦交付件数

企業間連携による製品・技術開発件数
加工商品ブランドの認定数
主に市内で買い物をする市⺠の割合

621

【紀の川市で働きつづけることができる環境づくり】　「就労⽀援の充実」「企業誘致の推進」

目標値
（R6）

626 99.2%

【地域経済の好循環形成】　「強い製造業（機械産業・その他の製造業等）を中⼼とした産業集積化」「強い農業、食品加工を活かした６次産業化推進」「地域内の消
費拡⼤」「病院施設を核としたサービス業連携」

22

621 621商業関係事業所数 （卸売業、小売業）

4年間で12件 175.0%
⼈ 1,207 1,199 1,243 1,245

0%

合同企業説明会における参加企業との面談者数

誘致企業における地元雇⽤者雇⽤数 810 101.4%
「くるみん」認定事業者数 4年間で2事業者事業者

主なKPIの
分析

0 0 

⼈ 80 112 41 69 90.0%4年間で170⼈

・創業⽀援補助⾦交付件数は、年々増加の傾向にあり、内訳としては飲食業が多い状態（8件中4件）となっています。
・加工商品ブランドの認定数は、紀の川市認定ブランド「ISSEKI」に新たな商品が認定されたことで件数が増加しました。
・主に市内で買い物をする市⺠の割合は「プレミアムデジタル商品券」などの効果により増加傾向にあり、地域内で消費することへの意識の向上がみられてい
ます。
・農業産出額は年々増加傾向にあり、認定農業者数については農業経営合理化推進事業の拡充等により意欲的な⽣産者が増加しています。
・誘致企業における地元雇⽤者雇⽤数は令和４年度と⽐較して増加したが、正規雇⽤者数はほぼ横ばいとなっており、非正規雇⽤者として地元雇⽤者
が増えたと考えられます。

0 

43
⼈ 760 716 712 741 821

621

3-2-1　就労⽀援の充実と雇⽤創出の振興

目標値
（R6）

123.7

単位

万円/⼈市⺠⼀⼈当たり課税対象所得

指標の名称

113.5 116.5 122.2 128.1 127.2

億円 1,257

実績値
（R6）単位 KPIの名称

製造品出荷額

1,231 1,212 101.6%
件 0 2 6 7 8

253 275
1,749 1,801農業産出額

4年間で4件 0%
件 0 0 0 2 4 4年間で8件 75.0%
件 0 2 0 0 0 

45.0 63.8 63.9 66.1 71.0
【魅⼒ある農業の実現】　「農業経営・⽣産基盤の強化」「国内外への販路拡⼤の取組」「農業の後継者、担い⼿の育成・確保」「スマート農業の推進」

101.2%1,912 1,890千万円 1,637 1,729

事業所

0 0 

350 78.6%
新規就農者数 4年間で100⼈ 69.0%⼈ 23 25 22 25
認定農業者数 ⼈ 296 297 279

65.0 109.2%％

資料①-1



5.基本目標の構成及び翌年度（令和７年度）に向けた主な取組の方向性
基本的方向 具体的施策 主な取組 担当課 主たる予算事業

●創業セミナー開催期間以外でセミナーへの参加希望が⼀定数あることを踏まえ、セミナーの動画配信などによる参加⼿法を検討・実施します。
●⾼校⽣に新たな選択肢として「起業」という分野を正しく学ぶ機会を提供するため、インキュベーター（起業家教育）を実施します。
●地域経済の活性化を図るため、地域事業者間の連携促進や、地域事業者による⺠間のまちづくり会社と連携しながら地域全体の稼ぐ⼒の増強に努めます。また、ビジネ
ス視点を持って地域課題を解決する取組を促すことができる組織基盤の構築を目指します。

起業・創業に係る⽀援や開業時における空き店
舗等の活⽤ 商工労働課 創業⽀援事業

商工会と連携した経営の安定化⽀援・事業承
継の推進 商工労働課

翌年度（令和７年度）に向けた主な取組の方向性

地域経済の活性化と稼ぐ⼒の向
上

市内企業の振興・活
性化

労働⽣産性の向上や設備投資の活発化を図る
ための⽀援 商工労働課 商工振興事業、企業誘致推進事業、働き方改革推進⽀

援事業 ●市内企業や事業者のDXを促進するため、市独自の⽀援としてセミナーの開催などデジタル⼈材育成の⽀援、テレワーク環境やECサイト等の導入を促進します。
●市内企業や事業者の副業⼈材活⽤について、ニーズ調査の結果を基に必要な⽀援を検討していきます。⼤学・研究機関等と連携した新産業の創出 商工労働課 紀の川はっさくプロジェクト推進事業

商工振興事業

インキュベーター教育の導入

農業振興課 農産物等ブランド推進事業

農業振興課 農産物等ブランド推進事業
強い農業、食品加工
を活かした６次産業
化推進

地域の資源と資⾦を活⽤した地域密着型事業
の⽴ち上げ⽀援 商工労働課 商工振興事業

商工労働課 創業⽀援事業

地域商社設⽴の検討・推進 企画経営課 施策計画管理事業

起業・創業・経営安
定の⽀援

創業希望者への相談・情報提供の推進 商工労働課 創業⽀援事業

地域経済の好循環形成

強い製造業（機械
産業・その他の製造
業等）を中⼼とした
産業集積化

市内事業者・企業間のネットワークの構築 商工労働課 ⽴地企業連携事業
ディレクター機能の補完によるビジネスマッチングの
促進（販売先、調達先、共同研究開発先等
のマッチング機能強化）

商工労働課 ⽴地企業連携事業

地域内の消費拡⼤ キャッシュレス化の促進と地域クーポン・地域通
貨等の導入検討 商工労働課 商工振興事業 ●継続的に商品券事業を実施し、地元店舗への消費喚起と流出抑制を図ります。

病院施設を核とした
サービス業連携

病院を核としたサービス業連携の検討

キャッシュレス化の促進と地域クーポン・地域通
貨等の導入検討（再掲） 商工労働課 商工振興事業

●加工商品開発事業で商品化した加工品を地域ブランド「ISSEKI」として認定し、全国へ向けてPRを図っていきます。
●地域内経済循環を促すため、市内農産物の加工を⼿掛ける企業の新規誘致及び市内企業の事業拡⼤などを⽀援します。

農産物を活⽤した６次産業化、地域ブランドの
創出⽀援

農業振興課 農業経営基盤強化促進事業 ●農業経営の持続化と安定化を目指して、農業⽤機械や農業⽤施設、スマート農業⽤農機の購入に関する⽀援を促進します。

有害鳥獣被害の防止・捕獲対策の強化 林務課 有害獣被害防止対策事業、有害鳥獣捕獲対策事業

農業の後継者、担い
⼿の育成・確保

新規就農者受入体制の整備 農業振興課 担い⼿育成⽀援事業 ●担い⼿農業者の確保対策として、市新規就農者受入協議会と連携しながら市外や県外から研修⽣の受入を積極的に進めます。
●⼈・農地プランを基本として地域計画を策定し、農地の利⽤集積・集約化を⼀体的に進めます。親元就農や兼業農家への⽀援 農業振興課 担い⼿育成⽀援事業

農業振興課 農産物等ブランド推進事業
●企業と連携した商品開発を進め、メディアを活⽤した戦略的なプロモーションによる農産物ＰＲ事業の展開を図ります。

官⺠⼀体となった地域産品等のブランド化推進 農業振興課 農産物等ブランド推進事業

●「紀の川インターチェンジ周辺⼟地利⽤構想」において先⾏開発エリアとした曽⼭地区における事業⽤地の造成と企業誘致を進めます。
●新たな誘致⽤地の確保や⺠間の空き⽤地などを活⽤し、新たな企業誘致に取り組みます。
●関⻄国際空港からのアクセスの優位性を活⽤し、広⼤な工業⽤地を必要としない業種の誘致についても検討し、企業⽴地促進助成⾦をはじめとした各種助成⾦制度に
より、新たな企業の誘致を促進するとともに、既存企業の事業拡⼤や設備投資を促進し、雇⽤の拡⼤につなげます。

魅⼒ある農業の実現

農業経営・⽣産基盤
の強化

ほ場整備や農地集約等による⽣産基盤の強化 農地整備課 県営競争⼒強化基盤整備事業

国内外への販路拡⼤
の取組

●農業従事者が⾼齢化する中、ほ場整備により営農効率の向上や担い⼿への農地集積・集約化について知ってもらい、区⻑及び⽔利関係者等の協⼒のもと賛同者を増
やし活動意識を⾼め事業を進めていきます。
●⻘洲の⾥施設において、道の駅として幹線道路から離れた場所にある不利な状況を克服し、より多くの来場者の獲得を目指して、特⾊のある施設への転換を図っていきま
す。

農業経営の改善及び安定化・効率化の促進・
⽀援 農業振興課 農業経営安定化事業

道の駅「⻘洲の⾥」の魅⼒づくり及び農産物直
売施設の充実・⽀援 農業振興課 ⻘洲の⾥管理運営事業

●市内企業へ若年層の就職を促進するため、企業情報を積極的に発信します。
●和歌⼭労働局との連携により、市内企業が積極的に参加できる就職フェアを開催するなど、⼈材確保を⽀援するとともに、市⺠の市内企業への就労を⽀援します。
●紀の川市地域職業相談室「ワークサロン貴志川」の運営⽀援に加え、ワーク・ライフ・バランスなど働き方改革に寄与する企業の取組として、次世代育成⽀援対策推進法
（⼀般事業主⾏動計画）に基づく啓発・⽀援だけでなく、学⽣の就活時の指標に⽤いる経済産業省が推進する健康経営優良法⼈の取得⽀援を検討します。
●企業が雇⽤する外国⼈労働者が職場で円滑な意思疎通を図ることができるように、⽇本語修得の⽀援や⽇常⽣活の⽀援を検討します。

ワークライフ・バランスの実現に向けた市内企業へ
の啓発・⽀援 商工労働課 働き方改革推進⽀援事業

就業意識・ニーズの多様化に即した就労⽀援 商工労働課 雇⽤対策事業

関係機関との連携強化による国内外への販路
拡⼤

スマート農業の推進 ＡＩ・ＩＣＴを活⽤した⾼効率・⾼収益なス
マート農業の推進

企業誘致の推進 市内企業の投資拡⼤と企業⽴地の促進 商工労働課 企業誘致促進事業

6.審議会による検証結果

紀の川市で働きつづけることができ
る環境づくり

就労⽀援の充実

就職フェアの開催及び⾼校⽣等の市内企業へ
の就職促進 商工労働課 雇⽤対策事業



体験交流⼈⼝ ⼈ 4,286 3,478 2,933
紀の川ぷるぷるファンクラブ会員数 ⼈

万⼈年間観光客数
【観光振興による交流促進】　「観光資産の魅⼒創出」「地域資源を活⽤した国内外からの誘客促進」

主なKPIの
分析

・ワンストップ窓⼝を活⽤した移住相談件数は、わかやま移住定住⽀援センター等からの誘導や移住・定住ポータルサイトによる情報発信、空き家バンクサイト
掲載物件数の増加に努めているが、令和4年度と⽐べると減少しました。
・連携協定⼤学数は、和歌⼭信愛⼥⼦短期⼤学・和歌⼭⼤学との包括連携協定が締結されたことで増加しています。
・ふるさと納税による寄附件数は、返礼品の数や種類の増加及びポータルサイトの増加、リピーター確保対策により目標値を達成できています。
・観光交流拠点利⽤者数は、インバウンド需要が回復傾向にあったため令和4年度と⽐較して増加しました。
・紀の川ぷるぷるファンクラブ会員数は、メール配信機能のサービス終了にあわせて会員制度を止め、効率的・効果的に情報発信ができるように紀の川フルー
ツ・ツーリズムの公式LINEへの登録を促す方針としました。

2,051 1,887 2,025 2,249
2,515 2,760 9,300

2,500 －

123.8 149.0

29.7%

220.0 67.7%
観光交流拠点利⽤者数 ⼈ 13,302 5,162 4,722 9,205 20,694 10,000 206.9%

－

119.2127.2171.4

98.8%
【関係⼈⼝の創出拡⼤】　「関係⼈⼝の創出拡⼤」「ふるさと応援寄附⾦制度（ふるさと納税）の推進」

連携協定⼤学数 ⼤学 2 3 3 3
160,771 100,000 160.8%

5 4 125.0%
ふるさと納税による寄附件数 件 25,362 41,008 60,708 117,285

移住・定住ポータルウェブサイト閲覧数 件 0 221 55,499 33,423 35,575 36,000

465.0%

空き家バンクを通じたマッチング件数 件 0 2 6 14 11 4年間で10件 310.0%

若者定住促進住宅取得奨励⾦制度が住宅取
得の誘因となった件数 件 0 14 85 101 93 4年間で60件

【移住・定住の促進】　「戦略的なシティプロモーションの展開」「移住・定住促進に関するパッケージ⽀援」「移住促進に向けた外部への魅⼒発信」「ふるさと教育の推進」
ワンストップ窓⼝を活⽤した移住相談件数 件 113 122 173 291 269 4年間で610件 120.2%

4.KPI（Key Performance Indicator＝重要業績評価指標）の状況
【基本的方向】　具体的施策

 KPIの名称 単位 基準値
（R1）

実績値
(R2)参考

実績値
（R3）

実績値
（R4）

実績値
（R5）

実績値
（R6）

目標値
（R6） 達成率

指標の分析

・近年、転入者は1,400⼈程度で推移していたが令和4年度は1,601⼈、令和5年度は1,640⼈となり、積極的な移住定住促進や⼦育て⽀援施策、⺠
間事業者の宅地開発等の影響により年々増加しており、2年連続で転入超過となりました。また、令和4年度に引き続き外国⼈の転入者数も多かったことも
社会動態への影響を与えています。
・令和2年度以降、特に打⽥地区（旧打⽥町）での社会増が顕著となっています。
・⼀部の年代（特に0〜9歳、30〜49歳）で転入超過となっており、⼦育て世代が積極的に転入してきている傾向にある⼀方で、依然として15〜24歳は
転出超過が顕著となっています。

実績値
（R4）

実績値
（R5）

実績値
（R6）

目標値
（R6） 達成率

社会増減数 ⼈ ▲390 ▲174 ▲83

3.数値目標の状況

指標の名称 単位 基準値
（R1）

実績値
(R2)参考

実績値
（R3）

5-2-2　地域の活性化と移住・定住環境の充実

143 150 0 

4-3-1　豊かな自然環境の保全

まち・ひと・しごと創⽣総合戦略基本目標評価シート②
1.基本目標の概要

基本目標
の名称 紀の川市へのひとの流れをつくる

基本目標
の方向性

　地域経済循環構造の構築により、市⺠⼀⼈当たりの所得を向上させることで、居住地としての魅⼒を⾼め、本市への⼈の流れを創出します。さらに、地域
の社会的な課題を解決するＳＤＧｓビジネスを展開することで地域の⽣活⽔準や満⾜度を向上させ、さらなる⼈の流れを促進します。
　このように、経済面、社会面の両面で地域の魅⼒をアップさせることで、移住者・定住者の拡⼤を図ります。
　また、移住希望者に向けて本市の多様な魅⼒を積極的に情報発信するとともに、移住者・定住者の拡⼤を図るための新たな⽀援やきめ細かな相談をワン
ストップで提供する体制の充実に取り組みます。
これらとあわせて、地域課題の解決や将来的な移住に向けた裾野を拡⼤するため、地域と継続的に多様な形で関わる「関係⼈⼝」の創出・拡⼤を図ります。
　また、自然、歴史・⽂化、食といった多彩な観光資源の発掘、磨き上げ、活⽤により、多様な観光ニーズに合った地域資源の充実及び観光地としての魅⼒
の向上を図り、情報発信することで、交流⼈⼝の拡⼤を図ります。

3-3-1　観光資源を発掘・活⽤した観光振興

2.第2次⻑期総合計画後期基本計画との連携

3-1-1　地域の特性を⽣かした農業振興
基本施策

3-2-1　就労⽀援の充実と雇⽤創出の振興
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観光協会、紀の川フルーツ観光局や⺠間団体
等との協働による取組強化 観光振興課

観光振興課 観光交流創造事業

周辺自治体との連携による広域観光ルートの構
築及び周遊化観光コンテンツの開発 観光振興課 観光交流創造事業

観光交流創造事業

市内における宿泊機能の強化 観光振興課
農産物を活⽤した６次産業化、地域ブランドの
創出⽀援（再掲）

●市⺠自らが市の魅⼒を発⾒し、発信することで、より効率的に市に対する誇りや共感を⾼めるために、市⺠クリエイタ―を育成します。
●当市の魅⼒を、移住定住⽀援策やふるさと納税の推進と絡めながら効率的かつ効果的なプロモーションをしていきます。
●市内外の⼈が、本市の魅⼒を再確認し、「住み続けたい・住んでみたい・関わりたい」と思ってもらえるようなアプローチを⾏います。

●地域・⼤学双方のニーズを実現し、共に活性化できるよう連携を深めます。
●紀の川市をフィールドに学⽣が活動するプロジェクト実践演習などを継続して実施し、社会貢献を主眼に置いた非営利的な学⽣活動も併せて⽀援します。
●若者の流出抑制・流入促進を図るとともに、本市の農業における課題解決や発展につながる⼈材確保や技術の開発・導入などを目的として、新たな教育
機関の誘致や研究連携の促進に取り組みます。

●自主財源の確保を目的に、市の豊富な地域資源を返礼品として活⽤することで、ふるさと納税による寄附額を増加させるとともに、地域の活性化を図りま
す。
●寄附先として返礼品で選ばれることももちろんですが、応援したいまちとして寄附いただけるよう、シティプロモーション事業との連携を図ります。
●⾸都圏でのプロモーションや各地の和歌⼭県⼈会において、ふるさと納税のPRのため、返礼品の紹介を⾏います。

●令和5年度に作成した紀の川市観光振興基本戦略及び紀の川市観光アクションプランに基づき4つの戦略【広報（情報発信）、市場創造（営業＝プロ
モーション）、DMO・観光協会とのタイアップ（協業）、観光消費拡⼤（協⼒）】を推進します。
●消費⾏動がモノ消費からコト消費（体験等に価値を置く）に変化していることから、観光業は商工業や農業等と密接な関係があり、相乗効果が得られる
取組を進めます。
●(⼀社）紀の川フルーツ観光局においては、持続可能な自主運営に向け地域活性化起業⼈制度を活⽤する等の⼿法により社員協働の上、⺠間主導の
組織運営を推進します。

●2025年に開催予定の⼤阪・関⻄万博に向けた市内の機運醸成を推進すると共に万博後を⾒据えた誘客促進に取り組みます。
●紀の川市内でスポーツを⾏うことを目的とした合宿を誘致することにより、スポーツを通じた交流⼈⼝の拡⼤などを目的にスポーツ合宿誘致推進補助事業を
実施します。

●地域活性化起業⼈と地域おこし協⼒隊の制度を活⽤した、エリアリノベーション事業を継続し、地域とのつながりを強化するとともに、地域の活性化を図りま
す。
●「若者定住促進住宅取得奨励事業」及び「奨学⾦返還⽀援事業」の制度内容を再検証し、事業継続を検討します。
●移住希望者の空き家への需要に対応するため、「紀の川市空き家の窓⼝」を中⼼に、空き家情報の掘り起こしを強化し、更なる空き家の流通を図ります。

観光振興課 観光交流創造事業

農業振興課 6次産業化⽀援事業

地域創⽣課 移住・定住推進事業

地域創⽣課

翌年度（令和７年度）に向けた主な取組の方向性

関⻄国際空港に近隣する地域の強みを活かし
たインバウンドの誘客促進 観光振興課 観光交流創造事業

6.審議会による検証結果

道の駅「⻘洲の⾥」の魅⼒づくり及び農産物直
売施設の充実・⽀援（再掲） 農業振興課 ⻘洲の⾥管理運営事業

地域資源を活⽤した
国内外からの誘客促
進

紀の川フルーツ観光局を核とした観光交流促進
による地域活性化

緑化推進事業

観光振興による交流促進

観光資産の魅⼒創
出

フルーツ・ツーリズムの推進・展開 観光振興課 観光交流創造事業

新たな観光資源の発掘と既存地域資源の活⽤

関係⼈⼝の創出拡⼤

関係⼈⼝の創出拡
⼤

地域の特性を活かしたワーケーションの推進
企画経営課
商工労働課

移住・定住の促進

ふるさと応援寄附⾦
制度（ふるさと納
税）の推進

ふるさとまちづくり寄附⾦（ふるさと納税）に対す
る返礼品の拡充等 地域創⽣課 ふるさとまちづくり寄附⾦事業

企業版ふるさと納税の活⽤検討 地域創⽣課 ふるさとまちづくり寄附⾦事業

地域創⽣課 ⼤学連携事業

企業参加の森づくりの推進 林務課

外部⼈材の活⽤（地域おこし協⼒隊等）

移住促進に向けた外
部への魅⼒発信

移住・定住ポータルウェブサイトを活⽤した総合
的な移住情報の発信 地域創⽣課 移住・定住推進事業

移住フェアやセミナーへの出展によるＰＲ活動 地域創⽣課 移住・定住推進事業

⼤学と連携した地域づくり・⼈材育成
企画経営課 施策計画管理事業

ふるさと教育の推進 地産地消・食育推進による郷⼟愛の醸成 農業振興課 地産地消・食育推進事業

空き家利活⽤の促進による住環境の整備 地域創⽣課 移住・定住推進事業

空き家バンクの創設と移住希望者とのマッチング 地域創⽣課 移住・定住推進事業

創業⽀援事業

若者の移住・地元定着に向けた⽀援（奨学⾦
返還⽀援・住宅取得奨励等） 地域創⽣課 移住・定住推進事業

移住者に対する空き家改修や引越し等に係る
費⽤の⽀援 地域創⽣課 移住・定住推進事業

5.基本目標の構成及び翌年度（令和７年度）に向けた主な取組の方向性
基本的方向 具体的施策 主な取組 担当課 主たる予算事業

シティプロモーション事業

移住・定住促進に関
するパッケージ⽀援

移住希望者へのきめ細やかな相談体制の確⽴
（住居・雇⽤情報の提供等） 地域創⽣課 移住・定住推進事業

創業希望者への相談・情報提供の推進（再
掲） 商工労働課 創業⽀援事業

起業・創業に係る⽀援や開業時における空き店
舗等の活⽤（再掲） 商工労働課

戦略的なシティプロ
モーションの展開

各分野と連携したシティプロモーションの総合的
な展開 地域創⽣課 シティプロモーション事業

ＳＮＳ等の活⽤やメディアプロモーションなど効
率的な広報宣伝活動の展開 地域創⽣課 シティプロモーション事業

市場のニーズやマーケティング環境の変化に対応
したプロモーションの展開



「学校に⾏くのは楽しい」と思う⽣徒の割合 91.0 97.9%％ 90.2 97.8 91.1 88.1 89.1

全国学⼒・学習状況調査における全国平均正
答率の⽐較（市⽴中学校） ％ ▲ 7.6 未実施 ▲ 5.8

主なKPIの
分析

・⼦育てに不安を感じている家庭の割合は、令和4年度と⽐べて3.9ポイント増えています。内訳としては、「やや不安を感じる」と回答した家庭の割合は減った
⼀方で、「不安を感じる」と回答した家庭の割合が増えています。
・地域⼦育て⽀援拠点利⽤者数は、新型コロナウイルス感染症の5類移⾏を受けて、従来どおりの運営に戻ったことで利⽤者数は増えています。
・市⽴小学校における全国学⼒・学習状況調査における全国平均正答率との⽐較については、令和4年度に⽐べ1.6ポイント低下した⼀方で、市⽴中学校
では5.7ポイント増加しました。

▲13.7 ▲8.0 0　

全国学⼒・学習状況調査における全国平均正
答率の⽐較（市⽴小学校） ％ 1.6 未実施 ▲ 0.9 ▲1.1 ▲2.7 2.0

【教育環境の充実】　「学校教育・教育⽀援の充実」
「学校に⾏くのは楽しい」と思う児童の割合 ％ 92.5 94.8 86.3 91.1 91.6 94.0 97.4%

68.9%
保育所待機児童数 ⼈ 0 0 0 0 0 0　
地域⼦育て⽀援拠点利⽤者数 ⼈ 12,216 3,858 4,270 4,620 9,307 13,500
⼦育てに不安を感じている家庭の割合 % 16.1 16.8 13.0 14.2

4年間で120⼈ 83.3%

18.1 現状値未満

【出会い・結婚の⽀援】　「出会い・結婚の⽀援」
結婚⽀援事業への参加者数 ⼈ 0 0 38 62 0

【出産・⼦育てがしやすい環境づくり】「妊娠・出産・⼦育て等への切れ目のない⽀援」「⼦育てと仕事が両⽴できる環境づくり」

4.KPI（Key Performance Indicator＝重要業績評価指標）の状況
【基本的方向】　具体的施策

 KPIの名称 単位 基準値
（R1）

実績値
(R2)参考

実績値
（R3）

実績値
（R4）

実績値
（R5）

実績値
（R6）

目標値
（R6） 達成率

指標の分析
年少⼈⼝は、年々減少傾向にあります。また、基準年度（令和元年度）と⽐較した年少⼈⼝の減少率は▲7.9%であり、総⼈⼝の減少率（▲3.5%）
を上回っています。

実績値
（R4）

実績値
（R5）

実績値
（R6）

目標値
（R6） 達成率

年少⼈⼝（15歳未満⼈⼝） ⼈ 6,857 6,730 6,626

指標の名称 単位 基準値
（R1）

実績値
(R2)参考

実績値
（R3）

6,454 6,316 6,820 92.6%

まち・ひと・しごと創⽣総合戦略基本目標評価シート③
1.基本目標の概要

基本目標
の名称 結婚・出産・子育ての希望をかなえる

基本目標
の方向性

　市⺠の結婚・出産・⼦育ての希望をかなえるまちづくりのためには、まずは頑健な地域経済循環構造が構築され、市⺠⼀⼈当たり所得が向上することが、経
済的な安⼼感の観点からも重要です。加えて、公共交通を軸とした、移動環境が充実し、効率的でバランスのとれたまちづくりを観点とした交通インフラの整備
による移動⼿段の確保、⼈のにぎわいを通じたコミュニティの活性化など、インフラ面、社会面での安⼼感も重要となります。
　これらに対し、他の基本目標に掲げる取組とあわせ、結婚応援や⺟⼦保健の充実、保育の質の向上、⼦育てにかかる負担の軽減等、安⼼して結婚・妊
娠・出産・⼦育てをしやすい地域づくりに向けた環境を整備するとともに、安⼼して働くことができる職場環境づくりを促進します。
　また、地域や家庭との連携による⼦育てや充実した学校教育等により、ライフステージにあわせた切れ目のない、きめ細やかな施策を総合的に展開し、あわ
せて、仕事と⽣活の調和の確保に取り組み、⼦育て世代を全⼒で応援することで、⼈⼝減少の抑制を図ります。

5-2-2　地域の活性化と移住・定住環境の充実

3.数値目標の状況

2-2-1　学校教育環境の充実
2-1-3　家庭と地域による⼦供の健全育成の推進

2.第2次⻑期総合計画後期基本計画との連携

2-1-1　⼦育て環境・体制の整備、⽀援
3-2-1　就労⽀援の充実と雇⽤創出の振興

基本施策
2-1-2　保育環境の充実
2-2-2　⼦供の⼒をのばす教育
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●ICTを活⽤した分かりやすい授業を実現するため、研修体制を強化するとともに、ICT活⽤スキルの向上を目指してICT⽀援員を配置します。
●学校施設等⻑寿命化計画及び今後の児童⽣徒数や35⼈学級への移⾏に伴う学級数の推移、また多様化する学習形態への対応等、中⻑期的なビ
ジョンを持って学校施設の整備を⾏います。
●学校司書の配置により学校図書館の環境整備や利活⽤が充実しており、学校図書館を活⽤した授業展開が活発になっています。今後は全ての小中学
校に配置した学校司書も活⽤し、児童⽣徒の確かな学⼒の定着と読解⼒・表現⼒の向上に取り組みます。
●いじめや不登校などの多様な教育問題を解決するため、学校・保護者・関係機関との連携を⼀層強化します。また、不登校児童⽣徒に対応するため、不
登校児童⽣徒⽀援員や訪問⽀援員などの積極的な活⽤するとともに、市単独で教育相談員を増員し、教育相談体制の充実や、不登校児童⽣徒の学び
の機会を保障します。

●こども家庭センターを設置し、さまざまな職種による包括的な⽀援体制づくりに取り組みます。
●妊娠期から⼦育て期までの切れ目のない⽀援体制を充実するとともに、特定妊婦や産後うつなど、多様なニーズへ対応できる伴⾛型⽀援に取り組みます。
●⼦どもとその家庭及び妊産婦に関する⽀援を強化するため、児童相談体制の充実に取り組みます。
●⽀援が必要な⼦どもの早期発⾒や、⼦どもの健やかな成⻑を⽀援するために⼦どもの居場所づくりに取り組みます。
●出産・⼦育て応援給付⾦、⾚ちゃん応援給付⾦の⽀給を継続します。
●⼦ども医療費助成制度については、18歳までの⼦どもの入院・通院に係る医療費と19歳から24歳までの⼤学⽣等の入院に係る医療費の助成を⾏うよう
制度の拡充を継続します。
●児童⽣徒の給食費の無償化を継続し、保護者の経済的負担の軽減を図ります。

●保育ニーズの⾼い低年齢児の受入体制を充実させるため、打⽥地区・貴志川地区の公⽴保育所再編を進めます。
●放課後児童健全育成事業（学童保育）を適切に実施するための環境整備を図ります。また、学童保育の運営について、⺠間への運営委託を進めま
す。

翌年度（令和７年度）に向けた主な取組の方向性

6.審議会による検証結果

コミュニティ・スクール及び共育コミュニティ の⼀体
的な推進

教育総務課 小学校運営事業、中学校運営事業

⽣涯学習課 共育コミュニティ推進事業

学校教育推進事業、学校図書館教育推進事業

教職員の指導⼒の向上や教育施設の整備・充
実 教育総務課 学校教育推進事業、⽥中小学校改築事業

⽀援を必要とする児童⽣徒への取組 教育総務課 教育相談事業、特別⽀援教育推進事業、児童就学援助
事業、⽣徒就学援助事業

ワークライフ・バランスの実現に向けた市内企業へ
の啓発・⽀援（再掲） 商工労働課 働き方改革推進⽀援事業

教育環境の充実 学校教育・教育⽀援
の充実

学習環境の整備充実（情報通信ネットワークの
環境整備・オンライン教育の充実等） 教育総務課 小学校運営事業、小学校教育情報化事業、中学校運営

事業、中学校教育情報化事業
学⼒の向上と豊かな⼼や個性を育む教育の充
実 教育総務課

⼦育てと仕事が両⽴
できる環境づくり

保育環境の充実（低年齢児受入拡充・延⻑
保育・⼀時保育等） 保育課 ⼦どものための教育・保育給付事業、公⽴保育所保育事業

放課後児童クラブ（学童保育）環境の充実 保育課
地域全体で⼦育てを応援する体制の充実（ファ
ミリー・サポート・センター事業等） こども課 ⼦育て⽀援事業

⽀援を必要とする⼦供への取組 こども課 児童相談・虐待防止事業、⺟⼦健全育成事業

⼦育てを楽しめる環境づくりの推進 こども課 ⼦育て世代包括⽀援センター運営事業

出会い・結婚の⽀援 出会い・結婚の⽀援 多様な出会いの機会の創出や婚活の⽀援 地域創⽣課

出産・⼦育てがしやすい環境づくり

妊娠・出産・⼦育て
等への切れ目のない
⽀援

安⼼して妊娠・出産できる⺟⼦保健サービスの
充実 こども課 ⺟⼦健康管理事業

妊娠期から乳幼児期までの相談体制の充実 こども課 ⺟⼦健康管理事業、⺟⼦健全育成事業、⼦育て世代包
括⽀援センター運営事業

⼦育て世帯への経済的⽀援（⼦ども医療費助
成、保育料等負担軽減など）

国保年⾦課 ⼦ども医療費助成事業

こども課 出産・⼦育て⽀援事業

教育総務課 学校給食運営事業

放課後児童健全育成事業

5.基本目標の構成及び翌年度（令和７年度）に向けた主な取組の方向性
基本的方向 具体的施策 主な取組 担当課 主たる予算事業



66.2%
【⽣活基盤・公共インフラの整備】　「公共交通の維持・充実」「公共インフラの整備」「計画的なまちづくり」

地域巡回バスの年間利⽤者数 ⼈ 35,434 27,044 26,161

紀の川てくてく体操の活動拠点数

79.3 現状値以上 100.6%
健康寿命【⼥性】 歳 83.0

42.3 現状値以上 101.2%

79.5 79.9 79.8

拠点 86
% 41.8 45.1 52.0 49.9

4-1-2　道路や橋梁などまちの基盤整備

40.6

達成率

【地域共⽣社会の実現】　「多様な主体の活躍の⽀援」「地域コミュニティの活性化、交流と地域連携」
自治会加入率 % 75.1 74.3 73.8 73.0 71.8

 KPIの名称 単位 基準値
（R1）

実績値
(R2)参考

自治会やコミュニティ活動に参加した市⺠の割合 %

実績値
（R3）

実績値
（R4）

4-1-3　公共交通ネットワークの充実

88.3 100.0 88.3%

83.6 84.4 84.1 84.2 現状値以上 101.5%
健康寿命【男性】 歳 78.8

紀の川コミュニティバスの年間利⽤者数 ⼈

健康づくりに意識的に取り組んでいる市⺠の割合 %

地域医療に満⾜していると感じている市⺠の割合

31,874 24,009 20,120

主なKPIの
分析

・自治会やコミュニティ活動に参加した市⺠の割合は、新型コロナウイルス感染症の5類移⾏に伴って増加したが、目標値には達していません。
・健康づくりに意識的に取り組んでいる市⺠の割合は増加傾向にあり、令和4年度と⽐較すると50代の割合が増加（R4︓63.0%、R5︓67.4%）して
います。⼀方で、30代、40代の割合は減少しています。
・紀の川てくてく体操の活動拠点数について、新型コロナウイルス感染症の拡⼤により活動休止していた拠点が活動再開できず廃止となったことで、減少して
います。
・地域巡回バスの年間利⽤者数及び紀の川コミュニティバスの年間利⽤者数は、新型コロナウイルス感染症の5類移⾏に伴って増加しました。

40.5 36.7 50.0

19,873 20,635 34,000 60.7%
「⽣活道路が安⼼して通⾏できる」と思う市⺠の
割合 ％ 36.5 36.7 38.8

91 93 91

25,851 28,474 41,000

86 130

69.4%

58.4 59.4 59.7 60.8

80.0 89.8%

【安全で安⼼して暮らしつづけることができるまちづくり】「災害対応⼒（地域防災⼒）の強化」「健康づくりの推進」「地域医療の確保と充実」「⾼齢者施策の充実」「⽣涯学
習・⽣涯スポーツの推進」

自主防災組織率（世帯割） % 87.5 88.0 88.1 88.2

51.8 60.0 86.3%

66.4 65.0 102.2%

54.2

実績値
（R5）

実績値
（R6）

目標値
（R6）

39.8 37.9

目標値
（R6） 達成率

4.KPI（Key Performance Indicator＝重要業績評価指標）の状況
【基本的方向】　具体的施策

指標の名称 単位 基準値
（R1）

実績値
(R2)参考

実績値
（R3）

76.8 81.4 80.0 101.8%

指標の分析 令和4年度と⽐較すると4.6ポイント増加し、目標値を超えている状況です。

実績値
（R4）

実績値
（R5）

実績値
（R6）

紀の川市に暮らし続けたいと思う市⺠の割合 % 78.7 75.7 77.9

基本施策
1-2-1　健康づくりと疾病予防
1-3-3  障害者の自⽴⽀援
3-3-2　国際交流・多⽂化共⽣の推進
5-2-1　地域コミュニティの充実と協働の推進 5-3-4  将来を⾒据えた⾏政経営の推進

まち・ひと・しごと創⽣総合戦略基本目標評価シート④
1.基本目標の概要

基本目標
の名称 誰もが活躍でき、安全で安心して暮らしつづけることができる住みよいまちをつくる

基本目標
の方向性

　⼈⼝減少社会におけるこれからのまちづくりのためには、将来にわたり都市機能や地域の活⼒を維持し、暮らし続けることができることを観点に、時代にあっ
た持続可能なまちづくりを進める必要があります。また、⼈⼝減少に対する取組の効果が現れるまでには、⻑期間を要することから、⼈⼝減少や⾼齢化など
時代に対応した環境づくりを同時並⾏的に進める必要があります。その際、地域の社会的課題を解決するＳＤＧｓビジネスの展開等を通じて、住⺠の安
全・安⼼を提供し、住みよいまちづくりに貢献しながら、自⾝のやりがいも追及するなど、地域のより良い環境、経済、社会の姿を自分たちで考え、自分たち
の⼿でつくり、そのメリットを自分たちが享受する、そしてそれがさらに自分たちで考え⾏動する⼒となっていく、という循環ができることで、地域の魅⼒と活⼒が
⾼まります。
　また、公共交通を軸とした、移動環境が充実し、効率的でバランスのとれたまちづくりを観点とした交通インフラの整備による移動⼿段の確保、⼈のにぎわい
を通じたコミュニティの活性化など、インフラ面、社会面での安⼼感も重要となります。
　このように、⼈⼝減少時代に合ったまちづくりを進めるとともに、いつまでも、安全・安⼼な暮らし、にぎわいのある⽣活環境、誰もが居場所と役割を持ち活
躍できる地域社会など、自然や⽇常の豊かさを実感できるまちづくりを進めることで、市内外の⼈を引き寄せる都市の魅⼒を⽣み出し、⾼めていきます。

2-3-3　スポーツの振興と環境の充実

3.数値目標の状況

1-2-2　地域医療体制・医療保険制度の充実
1-3-2　⾼齢者へのサービス充実と健康づくりの推進

2.第2次⻑期総合計画後期基本計画との連携

1-1-1　地域防災⼒の向上
2-3-1　⽣涯学習の推進
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●紀の川インターチェンジ周辺の⼟地利⽤について、先⾏的に開発の検討を進めている「曽⼭地区」について、⼟地利⽤構想の実現へ向けて事業実施主体
となる企業の誘致などに取組んでいきます。

●障害者雇⽤の⼀層の推進のため、就労移⾏⽀援や就労定着⽀援体制の充実を図り、福祉的就労から⼀般就労への移⾏を推進します。
●⽇本語教室ボランティアなど、在住外国⼈のために活動している団体に対し⽀援を⾏います。
●市内在住外国⼈は今後ますます増加すると考えられるので、市⺠が国籍に関係なく地域の⼀員として、安⼼して暮らせるよう多⽂化共⽣を推進します。
●外国⼈住⺠を対象とした相談や地域の方々との交流に繋がる市⺠主体の事業実施には積極的に協⼒・⽀援を⾏います。

●市⺠活動団体が提案し実施する事業の募集及び補助⾦の交付を⾏うことで、市⺠活動団体が自主的な社会貢献活動を活発にできるようにします。
●市内で活動するNPO法⼈をはじめ、市⺠レベルで公益的な活動をする団体をリストアップし、広報紙等で広く周知します。

●地域の防災リーダーを育成するため、防災⼠資格取得の補助を⾏います。
●自主防災組織設⽴を継続して促進するため、自治会活動の場において、必要性について啓発を強化し、また研修の派遣要望には積極的に参加していき
ます。
●新たに導入する総合防災システムを活⽤し、市⺠の防災情報収集を促し、避難⾏動の迅速化に努めます。

●健康に関⼼のある企業と連携して、40代、50代の⼈をターゲットとした運動習慣定着を図る取組を検討するとともに、運動習慣の定着に向けてウォーキン
グアプリの導入を検討します。
●集団検診での骨粗しょう症検診を実施するとともに、骨粗しょう症を予防するための食事や運動について周知していきます。
●新規の国⺠健康保険加入者に対して個別特定健診受診券の発⾏や、国保被保険者で受診確認ができない方に対して、ハガキや電話による受診勧奨
や、個別特定健診受診券の再送付を⾏い、特定健診の受診率向上に取り組みます。
●⽣活習慣病の重症化予防のため、⽣活習慣改善に取り組むきっかけづくりとして、事業内容を周知し、引き続き運動継続⽀援事業の利⽤促進に取り組
みます。

●産婦⼈科医院誘致開業⽀援補助⾦事業について、申請状況により補助内容の⾒直しを検討します。

●⾼齢者が住み慣れた地域で⽣きがいのある⽣活を続けられるよう、ボランティア活動や世代間交流などのさまざまな機会を活⽤した社会参加の促進や、学
習・⽂化・スポーツ等へ参加しやすい環境づくりを推進します。
●フレイル予防アプリを利⽤して介護予防活動や介護ボランティアに参加した⼈にポイントを付与することで社会参加の動機付けを⾏います。

●⽣涯学習活動のきっかけとなるような、誰もが気軽に⽴ち寄ることができる公⺠館づくりを進めるとともに、今後も市⺠ニーズや社会的課題に対応した講座の
開催や事業実施に努めます。
●誰もが⽣涯学習活動へ参加できる環境づくりを進めるとともに、障害の有無に関わらず、共に学ぶ機会を提供できるよう取り組みます。
●桃源郷運動公園再整備基本計画を策定し、再整備基本構想に基づく必要な機能や施設の具体化、有効な事業⼿法などを決定します。
●現⾏の地域巡回バスについて、予約に応じて設定エリア内の乗降地点間を柔軟に運⾏するデマンド型区域運⽤サービスへと転換し、地域内の移動しやす
さの向上を図ります。
●パークアンドライドによる公共交通の利⽤を促進するため、継続的に市営駐輪場・駐⾞場を管理・運営するとともに、より利⽤促進できるよう環境整備の充
実に取り組みます。

●地域や企業の協⼒を得ながら県や関係市町と連携し、国への働きかけなど京奈和関空連絡道路の早期事業化に向けた取組を⾏います。また、市⺠意識
の向上を目指し広報活動を進めます。

翌年度（令和７年度）に向けた主な取組の方向性

6.審議会による検証結果

計画的なまちづくり 京奈和自動⾞道紀の川ＩＣ周辺を中⼼とした
エリア等の⼟地利⽤策の検討

⽣活基盤・公共インフラの整備

公共交通の維持・充
実

地域公共交通サービスの維持・充実 交通政策課 バス運⾏⽀援事業、鉄道運⾏⽀援事業、パークアンドライ
ド推進事業、地域公共交通活性化再⽣事業

地域の実情に即した公共交通の確保と交通ネッ
トワークの構築 交通政策課 バス運⾏⽀援事業、鉄道運⾏⽀援事業、パークアンドライ

ド推進事業、地域公共交通活性化再⽣事業

公共インフラの整備

道路や既存施設をはじめとする公共インフラの効
率的な整備及び維持・管理の推進

企画経営課 施策計画管理事業

道路河川課 市道等維持修繕事業、市道等改良事業、主要幹線道路
整備事業

京奈和関空連絡道路早期着工に向けた取組 京奈和関空
連絡道路推進室 京奈和関空連絡道路整備促進事業

情報通信基盤の維持・整備 デジタル推進室 地域情報通信基盤管理運営事業

健康づくり事業

疾病予防・重症化予防対策の充実 健康推進課 成⼈保健事業

特定検診・特定保健指導の充実 国保年⾦課

地域⾒守り⽀援事業

（介護保険事業勘定特別会計）任意事業

⽣涯学習・⽣涯ス
ポーツの推進

⽣涯学習・⽣涯スポーツの機会充実、活動⽀
援、⼈材育成

⽣涯学習課 ⽣涯学習推進事業

⽣涯スポーツ課 ⽣涯スポーツ振興事業、運動公園管理運営事業

⾼齢者施策の充実

⾼齢者の⾝近な居場所づくりの⽀援 ⾼齢介護課 （介護保険事業勘定特別会計）介護予防普及啓発事業

介護予防・フレイル予防活動の普及・推進 ⾼齢介護課
介護予防・⾼齢者自⽴⽀援事業

（介護保険事業勘定特別会計）地域リハビリテーション活
動⽀援事業、介護予防普及啓発事業

⾼齢者の⾒守り対策の充実 ⾼齢介護課

企画経営課

安全で安⼼して暮らしつづけること
ができるまちづくり

災害対応⼒（地域
防災⼒）の強化

自主防災組織の育成 危機管理消防課 地域防災⼒強化事業

防災意識の普及・啓発 危機管理消防課 危機管理対策事業

防災施設等の計画的な整備 危機管理消防課

（国⺠健康保険事業勘定特別会計）特定健康診査等
事業

地域医療の確保と充
実

地域医療の拠点となる公⽴那賀病院の機能強
化 健康推進課 公⽴那賀病院経営事務組合負担⾦

医療機関の連携による救急医療・小児医療体
制の充実 健康推進課 那賀広域事務組合事業、那賀休⽇急患診療所経営事

務組合事業、医療体制整備構築事業

防災施設管理運営事業

健康づくりの推進

健康増進計画に基づく市⺠が取り組みやすい健
康づくりの推進 健康推進課

5.基本目標の構成及び翌年度（令和７年度）に向けた主な取組の方向性
基本的方向 具体的施策 主な取組 担当課 主たる予算事業

地域共⽣社会の実現

多様な主体の活躍の
⽀援

⾼齢者、障害のある方の活躍の場づくり
障害福祉課 障害福祉サービス等給付事業

商工労働課 シルバー⼈材センター運営⽀援事業

多⽂化共⽣社会の推進 地域創⽣課 国際交流事業

「地域コミュニティの活
性化、交流と地域連
携

自治会への加入促進・活性化⽀援 総務課 自治振興事業

市⺠活動団体の育成・活性化 地域創⽣課 市⺠活動⽀援事業

「小さな拠点」 を中⼼とした⽣活圏の整備推進



▶一部改訂に関する基本的な考え方（令和６年度改訂）

昨年度の審議会において決定した改訂の方向性に基づき、次のとおり今年度の改訂を実施

①数値目標及びＫＰＩ指標（重要事業評価指標）の修正

・最終年度を令和8年度へ修正

・長期総合計画後期基本計画や各個別計画における成果指標や目標数値との整合

②重点プロジェクト等に関する文言内容の追加・修正

・長期総合計画後期基本計画における重点プロジェクトとの整合

⇒重点プロジェクトの具体的内容を「主な取組」へ追記

・「基本的方向1：出会い・結婚の支援」においては、特例的に見直しを実施

⇒結婚新生活支援事業の内容を特例的に追記（結婚新生活に係る費用補助）

・DX推進計画の内容を加味し、「基本的方向２：安全で安心して暮らしつづけることが
できるまちづくり」の具体的施策として「地域社会のデジタル化の推進」の項目を追加
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▶今後の改訂スケジュール（予定）

・令和６年７月１６日（火）
第１回まち・ひと・しごと創生本部会での審議

・令和６年７月２９日（月）
第１回まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会での審議（文言修正を主とした審議）

・令和６年１２月１６日（月）
第２回まち・ひと・しごと創生本部会での審議

・令和７年１月１４日（火）
第２回まち・ひと・しごと創生総合戦略審議会での審議（KPI等を含めた改定案の提示・審議）

・令和７年２月上～中旬
まち・ひと・しごと創生総合戦略（改訂版）の確定、市HP等での公表

・令和７年２月下旬～３月
令和７年第１回紀の川市議会での改訂内容報告（令和７年度当初予算審議に併せた報告）
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現⾏ 改訂後

1 表紙 － － （新規） (令和７年  ⽉改訂)

2 「３．計画期間」１⾏目 P１ P１ 令和６年度（2024年度）までの4年間 令和８年度（2026年度）までの6年間

3
「①市内企業の振興・活性化」に
おける【主な取組】

P１０ P１０ （新規） ・テレワーク環境やDX人材研修、ECサイト等の導入支援

4
「②起業・創業・経営安定の支
援」における【主な取組】

P１１ P１１ （新規）
・地域課題解決型ビジネスの創出に向けた地域事業者間連携の推
進（ビジネス創出活動への支援等）

5
「①農業経営・生産基盤の強化」
における【主な取組】

P１５ P１５ （新規） ・高等教育機関（農学部）誘致に向けた大学との関係づくり

6
「①就労支援の充実」における
【主な取組】

P１８ P１８ （新規） ・ＵIJターン就職の推進

7
「①観光資産の魅⼒創出」におけ
る【主な取組】

P２７ P２７ （新規） ・スポーツ合宿の誘致推進

8
「（１）基本的方向１︓出会い・
結婚支援」３⾏目

P２９ P２９ 調査結果23もでています。
調査結果23や結婚資⾦の調達が結婚への大きなハードルとなって
いるという調査結果24がでています。

9
「（１）基本的方向１︓出会い・
結婚支援」５⾏目

P２９ P２９
積極的に⾏い、本市の未来を担う次世代の育成に向けて取り組み
ます。

積極的に⾏うとともに、婚姻に伴う経済的負担を軽減すること
で、結婚に対する希望を叶えやすい環境づくりを目指します。

10
「①出会い・結婚の支援」の内容
への追加

P２９ P２９ （新規）
また、結婚に伴う新生活の経済的負担を軽減することにより、本
市で結婚新生活を始めたい夫婦を支援します。

11
「①出会い・結婚の支援」におけ
る【主な取組】

P２９ P２９ （新規） ・結婚新生活支援事業補助⾦制度の創設

12 下段の注釈 P２９ P２９ （新規）
24 国⽴社会保障・人口問題研究所「現代日本の結婚と出産－
第16回出生動向基本調査（独身者調査ならびに夫婦調査）報告
書」(2021年社会保障・人口問題基本調査)

13
「①妊娠・出産・子育て等への切
れ目のない支援」における【主な
取組】

P３０ P３０
・子育て世帯への経済的支援（子ども医療費助成、保育料等負担
軽減など）

・子育て世帯への経済的支援（子ども医療費助成、保育料等負担
軽減、児童生徒の給食費の無償化など）

14
「①妊娠・出産・子育て等への切
れ目のない支援」における【主な
取組】

P３０ P３０ （新規）
・市内で出産できる場所の創出（産科医院の開設支援）
・ 地域医療の拠点となる公⽴那賀病院の機能強化
・ こども家庭センターの設置による包括的な支援体制の構築

15
「①学校教育・教育支援の充実」
における【主な取組】

P３２ P３２ （新規）
・ 家庭での読み聞かせの推進等の家庭教育の充実に向けた取組
・特色ある学校教育の推進（外国語教育の強化など）

16
「（２）基本的方向２︓安全で安
心して暮らしつづけることができ
るまちづくり」６⾏目

P３６ P３６ 環境整備に取り組みます。
環境整備に取り組むとともに、地域社会全体がデジタル技術の恩
恵を受けられるような取組を推進します。

17
「③地域医療の確保と充実」にお
ける【主な取組】

P３７ P３７ ・地域医療の拠点となる公⽴那賀病院の機能強化
 ・市内で出産できる場所の創出（産科医院の開設支援）（再掲）
・ 地域医療の拠点となる公⽴那賀病院の機能強化（再掲）

18
「⑤生涯学習・生涯スポーツの推
進」における【主な取組】

P３８ P３８ （新規） ・桃源郷運動公園のリニューアル

19 （新規） － P３９ （新規）

⑥地域社会のデジタル化の推進

制度や組織のあり方等をデジタル化に合わせて変革していくデ
ジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）が社会全体に求めら
れており、住⺠の利便性の向上に向けて、⾏政サービスにおいて
もデジタル技術を積極的に活用します。
【主な取組】
・マイナンバーカードを活用した⾏政手続のオンライン化や証明
書コンビニ交付の推進
・書かない窓口の推進
・デジタルデバイド（情報弱者）対策の推進
・市公式LINEなどを活用した情報発信の充実
・⺠間デジタル人材の配置

【SDGs目標との整合】

・

20
「①公共交通の維持・充実」にお
ける【主な取組】

P３９ P４０ （新規）
・予約に応じて乗降ポイント間を運⾏するデマンド乗合交通の導
入

21
５．施策体系図における「具体的
施策」

P４１ P４２ （新規） ⑥ 地域社会のデジタル化の推進

紀の川市まち・ひと・しごと創生総合戦略 文言改訂内容一覧
No 改訂箇所

冊子ページ
改訂前の文言 改訂後の文言
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※⻘字は、R6.7月に審議会資料として提
出した改訂内容
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の意見により修正・追記を行った内容
※緑字は、施策評価シート内容及び当初
予算編成過程において記入すべきと判断
される内容

修正
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1 万円/人 113.5 116.5 122.2 128.1 127.2 123.7 138.4 － 企画経営課

1 億円 1,257 1,090 1,103 1,196 1,196 1,300 1,300 記載なし 商工労働課

2 事業所 621 621 621 621 621 626 626 記載なし 商工労働課

3 人 1,207 1,199 1,243 1,245 1,231 1,212 1,243人以上 現状値以上（1,243人以上） 商工労働課

4 件 0 2 6 7 8 4年間で12件 6年間で36件 記載なし 商工労働課

5 件 0 2 0 0 0 4年間で4件 6年間で6件 記載なし 商工労働課

6 件 0 0 0 2 4 4年間で8件 6年間で12件 記載なし 農業振興課

7 ％ 45.0 63.8 63.9 66.1 71.0 65.0 70.0 70.0 商工労働課

8 千万円 1,637 1,729 1,749 1,801 1,912 1,890 1,749千万円以上 現状値以上（1,749千万円以上） 農業振興課

9 人 296 297 279 253 275 350 279人以上 現状値以上（279人以上） 農業振興課

10 人 23 25 22 25 22 4年間で100人 6年間で150人 4年間で100人 農業振興課

11 人 80 112 41 69 43 4年間で170人 6年間で450人 記載なし 商工労働課

12 人 760 716 712 741 821 810 750 750 商工労働課

13 事業者 0 0 0 0 0 4年間で2事業者 6年間で2事業者 記載なし 商工労働課

2 人 ▲ 390 ▲ 174 ▲ 83 143 150 0 135 － 企画経営課

1 件 113 122 173 291 269 4年間で610件 6年間で1,630件 記載なし 地域創生課

2 件 0 14 85 101 93 4年間で60件 6年間で580件 記載なし 地域創生課

3 件 0 2 6 14 11 4年間で10件 6年間で60件 記載なし 地域創生課

4 件 0 221 55,499 33,423 35,575 36,000 40,000 記載なし 地域創生課

5 大学 2 3 3 3 5 4 5 記載なし 企画経営課

6 件 25,362 41,008 60,708 117,285 160,771 100,000 170,000 記載なし 地域創生課

7 万人 171.4 127.2 119.2 123.8 149.0 220.0 220.0 220.0 観光振興課

8 人 13,302 5,162 4,722 9,205 20,694 10,000 10,000 記載なし 観光振興課

9 人 2,051 1,887 2,025 2,249 制度廃止 2,500 制度廃止 記載なし 観光振興課

10 人 4,286 3,478 2,933 2,515 2,760 9,300 9,300 記載なし 観光振興課

3 人 6,857 6,730 6,626 6,454 6,316 6,820 6,820 － 企画経営課

1 人 0 0 38 62 0 4年間で120人 － 記載なし 地域創生課

2 組 － － － － － － 3年間で70組 記載なし 地域創生課

3 ％ 16.1 16.8 13.0 14.2 18.1 基準値未満 基準値未満 記載なし こども課

4 人 12,216 3,858 4,270 4,620 9,307 13,500 10,700 記載なし こども課

5 人 0 0 0 0 0 0 0 0 保育課

％ 92.5 94.8 86.3 91.1 91.6 94.0 94.0 94.0 教育総務課

％ 90.2 97.8 91.1 88.1 89.1 91.0 91.0 91.0 教育総務課

％ 1.6 実施していない ▲ 0.9 ▲1.1 ▲ 2.7 2.0 1.0 記載なし 教育総務課

％ ▲ 7.6 実施していない ▲ 5.8 ▲13.7 ▲ 8.0 0.0 0.0 記載なし 教育総務課

4 ％ 78.7 75.7 77.9 76.8 81.4 80.0 85.0 85.0 企画経営課

1 ％ 75.1 74.3 73.8 73.0 71.8 80.0 73.0%以上 現状値以上（73.0%以上） 総務課

2 ％ 54.2 40.6 39.8 37.9 51.8 60.0 60.0 60.0 総務課

3 ％ 87.5 88.0 88.1 88.2 88.3 100.0 100.0 100.0 危機管理消防課

4 ％ 58.4 59.4 59.7 60.8 66.4 65.0 70.0 70.0 健康推進課

歳 78.82 79.51 79.94 79.78 79.31 現状値以上 79.94歳以上 現状値以上（79.94歳以上） 健康推進課

歳 82.95 83.64 84.40 84.09 84.20 現状値以上 84.40歳以上 現状値以上（84.40歳以上） 健康推進課

6 ％ 41.8 45.1 52.0 49.9 42.3 現状値以上 42.5%以上 現状値以上（42.5%以上） 健康推進課

7 拠点 86 91 93 91 86 130 120 記載なし 高齢介護課

8 % － － － 60.5 50.8 － 50.0 50.0 デジタル推進室

9 人 35,434 27,044 26,161 25,851 28,474 41,000 27,000 27,000 交通政策課

10 人 31,874 24,009 20,120 19,873 20,635 34,000 20,600 20,600 交通政策課

11 ％ 36.5 36.7 38.8 40.5 36.7 50.0 50.0 50.0 道路河川課

数値目標及びKPIの設定一覧

紀の川コミュニティバスの年間利用者数

「生活道路が安心して通行できる」と思う市民の割合

健康づくりに意識的に取り組んでいる市民の割合

健康寿命【女性】

地域医療に満足していると感じている市民の割合

基本的方向3：生活基盤・公共インフラの整備

地域巡回バスの年間利用者数

デジタル化が進むことに不安を感じている市民の割合【新規設定】

全国学力・学習状況調査における全国平均正答率の比較（市立中学校）

保育所待機児童数

基本目標Ⅳ 誰もが活躍でき、安全で安心して暮らすことができる住みよいまちをつくる

紀の川市に暮らし続けたいと思う市民の割合

基本的方向1：地域共生社会の実現

「学校に行くのは楽しい」と思う児童・生徒の割合【児童】

全国学力・学習状況調査における全国平均正答率の比較（市立小学校）

自主防災組織率（世帯割）

紀の川てくてく体操の活動拠点数

健康寿命【男性】
5

子育てに不安を感じている家庭の割合

地域子育て支援拠点利用者数

基本的方向3：教育環境の充実

「学校に行くのは楽しい」と思う児童・生徒の割合【生徒】
6

7

自治会加入率

自治会やコミュニティ活動に参加した市民の割合

基本的方向2：安全で安心して暮らしつづけることができるまちづくり

結婚支援事業への参加者数

基本的方向2：出産・子育てがしやすい環境づくり

結婚新生活支援事業補助金交付数【新規設定】

紀の川ぷるぷるファンクラブ会員数

基本目標Ⅲ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる

年少人口（15歳未満人口）

基本的方向1：出会い・結婚の支援

ふるさと納税による寄附件数

基本的方向3：観光振興による交流促進

年間観光客数

観光交流拠点利用者数

体験交流人口

若者定住促進住宅取得奨励金制度が住宅取得の誘因となった件数

空き家バンクを通じたマッチング件数

移住・定住ポータルウェブサイト閲覧数

基本的方向2：関係人口の創出拡大

連携協定大学数

基本的方向2：地域経済の好循環形成

ワンストップ窓口を活用した移住相談件数

認定農業者数

新規就農者数

基本的方向4：紀の川市で働きつづけることができる環境づくり

誘致企業における地元雇用者雇用数

「くるみん」認定事業者数

社会増減数

合同企業説明会における参加企業との面談者数

基本目標Ⅱ 紀の川市へのひとの流れをつくる

基本的方向1：移住・定住の促進

農業産出額

主に市内で買い物をする市民の割合

加工商品ブランドの認定数

市民1人当たり課税対象所得

KPI 単位

商工会会員数

創業支援補助金交付件数

企業間連携による製品・技術開発件数

数値目標

基本目標Ⅰ 地域の特性を活かして地域の稼ぐ力を高め、所得の循環構造形成を実現する

基本的方向3：魅力ある農業の実現

担当課
【改訂後：戦略指標】

R8（2026）年度

製造品出荷額

商業関係事業所数 （卸売業、小売業）
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年度

参 考

【長計指標（後期）】
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(2022)

年度

【現行：戦略指標】

R6(2024)年度

【参考値】

R2
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年度

R3

(2021)

年度

基本的方向1：地域経済の活性化と稼ぐ力の向上
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(2023)

年度



 
 

 

 
第２期 紀の川市まち・ひと・しごと創生 

総 合 戦 略 
 

 

 

 

 

 
令和３年３月 

（令和７年  月改訂） 

和歌山県 紀の川市 
  

資料②-4 



i 

 

  



ii 

 

－ 目次 － 
第１章 総合戦略の策定について ............................................ 1 

１． 策定の趣旨 .......................................................................... 1 

２． 総合戦略策定にあたっての基本的な視点 ........................................ 1 

（１） 国及び和歌山県が定める総合戦略との整合 ............................................... 1 

（２） 第２次紀の川市⻑期総合計画との整合 ................................................... 1 

３． 計画期間 ............................................................................ 1 
 

第２章 第１期紀の川市まち･ひと･しごと創生総合戦略の成果と課題 .. 2 

 

第３章 第２期紀の川市まち・ひと・しごと総合戦略の取組の⽅向性 .... 6 

１． 基本方針 ............................................................................ 6 

２． 基本目標 ............................................................................ 6 

３． 基本目標における新たな視点 ...................................................... 7 
 

第４章 基本目標と具体的施策 .............................................. 9 

１． 基本目標Ⅰ︓地域の特性を活かして地域の稼ぐ⼒を⾼め、所得の循環構造形
成を実現する ....................................................... 9 

（１） 基本的方向 1︓地域経済の活性化と稼ぐ⼒の向上 .................................... 10 

（２） 基本的方向 2︓地域経済の好循環形成 ................................................ 12 

（３） 基本的方向 3︓魅⼒ある農業の実現 .................................................... 15 

（４） 基本的方向 4︓紀の川市で働きつづけることができる環境づくり ........................ 18 

２． 基本目標Ⅱ︓紀の川市へのひとの流れをつくる ................................. 20 

（１） 基本的方向 1︓移住・定住の促進 ....................................................... 21 

（２） 基本的方向 2︓関係⼈⼝の創出拡⼤ .................................................. 24 

（３） 基本的方向 3︓観光振興による交流促進 .............................................. 26 

３． 基本目標Ⅲ︓結婚・出産・⼦育ての希望をかなえる ........................... 28 

（１） 基本的方向 1︓出会い・結婚の⽀援 .................................................... 29 

（２） 基本的方向 2︓出産・⼦育てがしやすい環境づくり ...................................... 30 

（３） 基本的方向 3︓教育環境の充実 ........................................................ 32 



iii 

 

４． 基本目標Ⅳ︓誰もが活躍でき、安全で安心して暮らしつづけることができる住み
よいまちをつくる ................................................... 33 

（１） 基本的方向 1︓地域共⽣社会の実現 .................................................. 34 

（２） 基本的方向 2︓安全で安心して暮らしつづけることができるまちづくり ................... 36 

（３） 基本的方向 3︓⽣活基盤・公共インフラの整備 ......................................... 40 

５． 施策体系図 ....................................................................... 42 
 

第５章 第２期紀の川市まち・ひと・しごと総合戦略の推進 ............. 43 

１． 総合戦略の推進体制 ............................................................ 43 

２． 総合戦略の進⾏管理 ............................................................ 43 

 

  



1 

 

第１章 総合戦略の策定について 
 

 １．策定の趣旨 
第２期紀の川市まち・ひと・しごと創生総合戦略（ 以下「第２期紀の川市総合戦略」とい

う。）は、国・県が定める総合戦略を踏まえるとともに、紀の川市まち・ひと・しごと創生

人口ビジョン（ 以下「紀の川市人口ビジョン」という。）において示した人口の将来展望の

もと、「今後４か年の基本目標」や「施策の基本的方向」、「具体的な施策」をとりまとめ

たものです。 

まち・ひと・しごと創生法第 10 条の規定による、本市のまち・ひと・しごと創生に関する

施策について、第２次紀の川市長期総合計画に合致する施策を重点的・補完的に推進しなが

ら、人口減少を抑制して年齢構成のバランスを維持し、活力を維持する持続可能なまちの実

現をめざして策定するものです。 

 

 

 ２．総合戦略策定にあたっての基本的な視点 
（１）国及び和歌山県が定める総合戦略との整合 

まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法律第 136 号）第９条及び第 10 条の規定により、

国が定める総合戦略及び和歌山県が定める総合戦略を勘案して策定します。 

（２）第２次紀の川市⻑期総合計画との整合 

第２期紀の川市総合戦略は、人口減少の克服と持続可能な地域づくりめざす行動計画であ

り、第２次紀の川市長期総合計画（ 以下「第２次総合計画」という。）における「雇用の創

出」・「定住の促進」・「人口増」の施策を抽出した性格を有することから、第２次総合計

画における基本計画との整合を図りながら策定します。 

 

 

 ３．計画期間 
令和３年度（2021 年度）から令和８年度（2026 年度）までの６年間とします。 
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第２章 第１期紀の川市まち･ひと･しごと創生総合戦略の成果と課題 
 

 

 

 

 １．基本目標① 
 

基本目標① 地域資源を生かした魅⼒あるまち 

 

本市は、豊かな地域資源を有しており、これまでの調査や取組から、「フルーツが豊富」「近

畿大学」「農業」「自然環境」「関西国際空港」「めっけもん広場」「スカイスポーツ」「サ

イクリングロード」などが強みと分析されています。本市のもつ多様な地域資源を生かした魅

力づくりを促進するとともに、各資源の連携やその魅力の発信等により、交流人口の増加に取

り組みました。 

 

【令和元年度までの進捗状況】 

数値目標 

指  標 数値目標 
（ 2020/R2 年度 ） 

実績 
（ 2019/R1 年度まで ） 

社会増加数1 0 ⼈ ▲390 ⼈ 

年間観光客数 220.0 万⼈ 171.4 万⼈ 

 

【課題と今後の方向性】 

社会減の近年の動向は、３５０～４００人の減少で推移しており、一部の年代（０～１４歳）

で転入超過になっているものの超過幅は小さく、１５～２９歳の転出超過が顕著となっていま

す。社会減の減少幅は、近年横ばい傾向で拡大は抑制されていますが、今後は、若者の人口流

出抑制に向けた取組を進めることに加え、多世代の移住定住を促進する取組等により、社会増

減数の改善を図ることが必要です。また、人口の流出を抑制し、流入を促進するためには、頑

健な地域経済を構築し、人口一人当たり住民所得を向上させることが求められます。 

紀の川市を訪れる年間観光客数は、若干の減少がみられるものの、ほぼ横ばいで推移してい

ます。引き続き、観光施設を適正に管理運営し、新たな観光資源の発掘と既存の地域資源を有

効活用した観光商品の開発などを行うとともに、市民団体や観光協会と共にＳＮＳを使った情

報発信や観光ＰＲを行い、国内外の観光客の誘客を進める必要があります。あわせて、消費者

の観光ニーズを把握するマーケティングや市の認知度、魅力を高めるブランディング戦略を推

進し、地域産業及び観光のさらなる振興を図ることも必要です。  

                                                        
1 「社会増減」とは、ある地域の人口が他地域から転入、あるいは他地域へ転出したことによって生じる人口の増減数。 

本章では、第１期紀の川市まち・ひと・しごと総合戦略の基本目標の成果を検証し、残された課
題を分析します。 
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 ２．基本目標②  
 

基本目標② 魅⼒ある仕事・職場のあるまち 

 

関西国際空港へのアクセスの良さ、大都市への近接性、広域道路ネットワーク、近畿大学の

立地など、本市のもつ可能性を最大限に生かし、基幹産業である農業の発展や既存産業の活性

化、新規産業の創出などにより「魅力ある仕事・職場のあるまち」づくりに取り組みました。 

 

【令和元年度までの進捗状況】 

数値目標 

指  標 数値目標 
（ 2020/R2 年度 ） 

実績 
（ 2019/R1 年度まで ） 

農業産出額 2,000 千万円 1,637 千万円 

商業関係事業所数 
（卸売業、小売業） 620 事業所 621 事業所 

 

【課題と今後の方向性】 

農業産出額は近年増加傾向にありましたが、令和元年度においては大きく減少しました。こ

れは、モモせん孔細菌病の蔓延による「桃」の出荷減少が大きな要因と検証しています。 

また、もう一つの要因として、農業従事者の高齢化や後継者不足に伴う農産物の生産力低下

も挙げられます。 

今後の方向性として、引き続き、地域農業の中心となる担い手（新規就農者）の確保に向け、

さらに支援・取組を強化する必要があります。あわせて、農業の稼ぐ力を高めていくためには、

農産物の高付加価値化によるブランド化や、地域の食品加工業や観光、小売業等との６次産業

化2の連携等も求められます。 

商業関係事業所数（卸売業・小売業）は、目標を達成しているものの、過年度からほぼ横ば

いの推移となっています。 

今後も、地元商店、商工会との連携や市内企業間の連携を強化することとあわせ、地域の事

業者が一体となり、それぞれの強みを活かした事業の展開や改善、新商品の開発などに取り組

み、地域住民による域内消費の拡大や観光客による消費の拡大などの外貨獲得、そして地域に

落とされた消費額を地域で循環させる地域内経済循環の基盤を確立する必要があります。 

加えて、本市の強みである製造業等の分野を活かすため、新規事業、新規創業等を支援する

ことで、地域の稼ぐ力をより向上させ、頑健な地域経済を構築することが、魅力ある仕事、職

場のあるまちづくりの促進につながります。  

                                                        
2 「6 次産業化」とは 1 次産業としての農林漁業と、2 次産業としての製造業、3 次産業としての小売業等の事業との総合的かつ一体

的な推進を図り、農山漁村の豊かな地域資源を活用した新たな付加価値を生み出す取組。 



4 

 

 ３．基本目標③  
 

基本目標③ 若い世代から選ばれるまち 

 

自然増3の実現、社会減の抑制、そして活力の維持、いずれにおいても本市が「若い世代に選

ばれるまち」であるための環境づくりが求められる中、出会い・結婚・出産・子育てのしやす

い環境づくりをさらに充実させていくとともに、市民のライフステージに寄り添った切れ目の

ない支援に取り組みました。 

【令和元年度までの進捗状況】 

数値目標 

指  標 数値目標 
（ 2020/R2 年度 ） 

実績 
（ 2019/R1 年度まで ） 

合計特殊出⽣率4 1.50％ 1.13％（H30 年度） 

⼦育てに不安を感じている家庭
の割合 13.8％ 16.1％ 

 

【課題と今後の方向性】 

合計特殊出生率は策定時の基準値からやや減少傾向にあり、目標を達成することはできませ

んでしたが、転出者に占める子供の割合（0歳～15 歳）は減少していることから、子育て世帯

の他市町村への流出は改善されていると検証します。 

自然減への対応は、引き続き、働く場づくり等も含めた若い世代への経済対策や結婚・出産

の後押し・子育て支援などの複合的な取組、子育て世代に対して魅力と安心感のある、中長期

的に持続可能なまちづくりへの取組等が必要です。 

その際、地域のよりよい環境、経済、社会の姿を自分たちで考え、自分たちの手でつくり、

そのメリットを自分たちが享受する、そして、それがさらに自分たちで考え行動する力となっ

ていく、という循環ができることで地域の魅力と活力が高まり、若い世代に選ばれるまちにつ

ながっていきます。 

自分たちで考える 自分たちの手で
つくる

自分たちが
メリットを享受する

 

このような好循環は、自然減の抑制だけでなく、域外からの移住・定住を呼び込む社会増に

つながることからも、本市にある資源を十分に活用しながら、好循環を構築していくことが重

要です。  

                                                        
3 「自然増減」とは、死亡数と出生数の差によって生じる人口の増減数。 

4 「合計特殊出生率」とは「15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの」である。一人の女性がその年齢別出生率で一生の

間に生むとしたときの子どもの数に相当する。 
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 ４．基本目標④ 
 

基本目標④ 安全・安心で暮らし続けたいまち 

 

安全・安心であることは、いつまでも暮らし続けたいまちであるための基盤であり、これま

での防犯、防災、健康、福祉などの取組を拡充するとともに、地域資源を活用した計画的なま

ちづくりを展開しました。 

 

【令和元年度までの進捗状況】 

数値目標 

指  標 数値目標 
（ 2020/R2 年度 ） 

実績 
（ 2019/R1 年度まで ） 

紀の川市に暮らし続けたいと思う
市⺠の割合 80.0％ 78.7％ 

住⺠基本台帳⼈⼝ 64,180 ⼈ 61,502 ⼈ 

 

【課題と今後の方向性】 

紀の川市に暮らし続けたいと思う市民の割合は、目標を達成できなかったものの、増加傾向

にあり、高い水準を維持していると検証します。 

今後、引き続き人口減少や高齢化の進展が見込まれる中で、共助による地域の安全・安心を

維持・促進していくためにも、まとまりのある市街地の形成・まちづくりが重要となってきま

す。 

具体的には、公共交通を軸とした、移動環境が充実し、効率的でバランスのとれたまちづく

りを推進することで、まちなかの人の滞留を促進してにぎわいが生まれ、コミュニティの活性

化や共助の意識の醸成につながっていきます。 

このようなコミュニティの活性化や共助の意識を基盤として、地域防災力の強化、商業施設、

公共施設等の維持、地域を担う人材の育成や多様な主体の活躍支援等を通じた持続可能なまち

づくりを進め、安心して暮らせる住みよい魅力あるまちとしていくことが必要です。 

また、地域の課題を的確に把握し、限られた財源の中でも、新たな技術とこれまで育ててき

た地域の資源を融合させ、行政施策を進めるとともに、様々な地域主体が活動しやすい環境を

整えることが重要となります。  
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第３章 第２期紀の川市まち・ひと・しごと総合戦略の取組の⽅向性 
 

 

 

 

 １．基本⽅針 
市民の希望をかなえ、誰もが活躍でき、子育てしやすく、安全・安心で暮らしやすい地域づ

くりを進めるとともに、交流人口5、関係人口6の増加から移住・定住を促進します。また、産業

の振興や雇用創出に取り組むとともに、地域の稼ぐ力を高め、地域経済の好循環形成を実現さ

せ、市民の所得向上を図ります。 

これらの総合的な取組により、出生率の向上を図り、社会減を是正することにより将来展望

人口５８，８００人（2025 年）、４９，９００人（2045 年）、４３，５００人（2060 年）を

達成することをめざします。将来にわたって年齢構成のバランスを維持し、活力を維持する持

続可能な「強い」紀の川市づくりを進めます。 

 

 ２．基本目標 
本市が得意とする既存産業のさらなる振興と新たなビジネス創出を通じて頑健な地域経済

循環構造を構築し、働く場を作り、稼いだお金を地域に巡らせることで、住民所得を向上させ、

将来にわたって安定した人口構造を維持し、活力と魅力のある循環型の社会を実現します。 

このような地域の魅力、活力の向上により人口の自然増及び社会増の取組を強化するととも

に、「関係人口」の創出・拡大等により「地方へ新しい人の流れ」を作ります。 

あわせて、ＡＩ、ＩｏＴ等の技術により住民の満足度を向上させるＳｏｃｉｅｔｙ５．０の

推進、地域の社会的な課題に対しビジネスを通じて解決する、地域におけるＳＤＧｓ（持続可

能な開発目標）ビジネスの展開を図り、これらを原動力として新しい時代の流れを力にする、

また、誰もが活躍できる地域社会の形成といった新たな視点等を踏まえ、次の４つの基本目標

の下に取り組むこととします。 

・基本目標Ⅰ 地域の特性を活かして地域の稼ぐ⼒を高め、所得の循環構造形成を実現する 

・基本目標Ⅱ 紀の川市へのひとの流れをつくる 

・基本目標Ⅲ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

・基本目標Ⅳ 誰もが活躍でき、安全で安心して暮らしつづけることができる住みよいまちをつくる 

                                                        
5 「交流人口」とは、その地域に訪れる人々のこと。その地域に住んでいる人（定住人口又は居住人口）に対する概念であり、その地

域を訪れる目的としては、通勤・通学、買い物、学習、習い事、スポーツ、観光、レジャー、など、特に内容を問わないのが一般的。 
6 「関係人口」とは、その土地に住んでいる、または移住した「定住人口」でなく、観光などで訪れた「交流人口」でもない、居住地と離

れた地域を行き来して、地域の人々と多様に関わる人々のこと。 

本章では、第２期紀の川市まち・ひと・しごと総合戦略の取組の基本方針と基本目標を掲げ、ま
た、その背後にある新たな視点について解説します。 
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 ３．基本目標における新たな視点 
●関係⼈⼝の創出・拡⼤ 

紀の川市内外の人に対して地域の担い手としての活躍を促すことは、人口が減少している

まちの活力を維持・発展させるために必要不可欠です。 

このため、市外から観光に訪れる人や祭り等のイベント等に参加し運営にも携わる人、農

泊7や農山村体験など紀の川市の暮らしを体験する人など、特定の地域や地域の人々に多様

な形で関わり将来的に移住の裾野拡大にもつながる人々、すなわち「関係人口」の創出・拡

大を図るための取組を推進します。 

 

●Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０の実現に向けた技術の活用 

Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０とは、ＩｏＴ8（モノのインターネット）によるビッグデータの収

集、ＡＩ（人工知能）等による解析と自動制御により、住民の満足度が上がるよう、ニーズ

に合わせてまち全体が適切に制御された社会です。 

これらのＳｏｃｉｅｔｙ５．０の実現に向けた技術（以下「未来技術」という。）の活用は、

産業、医療、健康、公共サービスの分野に加え、人々の働き方や暮らし方など、社会全体に

大きな変化をもたらすことが考えられます。 

未来技術を活用したまちの姿として、スマート農業9による省力化や生産性の向上、災害時

における避難所へのドローンを活用した物資の自動配達、有害鳥獣対策、ごみの自動収集等

が考えられます。 

このような未来技術の活用は、人口減少や少子高齢化が進む中で、人手不足への対応や社

会的課題の解決など、これからのまちづくりには欠かせないため、第２期紀の川市総合戦略

では、分野横断的な未来技術の活用を推進します。 

 

●持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の理念に基づく取組の推進 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）とは、2015 年 9 月の

国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030 アジェンダ」にて記載された2016

年から 2030 年までの国際目標です。 

持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 のターゲットから構成され、地球上

の誰一人として取り残さない（leave no one behind）ことを誓っています。 

これを実現するため、地域の社会的な課題を解決するＳＤＧｓビジネスを展開することで、

持続可能なまちづくりや地域活性化に向けての取組を推進しつつ、地域課題解決が加速化さ

                                                        
7 「農泊」とは、農山漁村地域に宿泊し、滞在中に豊かな地域資源を活用した食事や体験等を楽しむ「農山漁村滞在型旅行」のこと。 
8 「ＩｏＴ」とは、さまざまな「モノ」がインターネットに接続され、情報交換することにより相互に制御する仕組みのこと。 
9 「スマート農業」とは、ロボット技術や情報通信技術（ICT)を活用して、省力化・精密化や高品質生産を実現する等を推進している新

たな農業のこと。 
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れる相乗効果が期待でき、地方創生の取組の充実につなげることができます。 

そこで、第２期紀の川市総合戦略において、本市がＳＤＧｓに整合した施策に取り組むこ

とに加えて、事業を通じて地域課題の解決に取り組むＳＤＧｓビジネスの支援等も含め、Ｓ

ＤＧｓの考え方を踏まえた施策の推進に取り組みます。 

 

 

●誰もが活躍できる地域社会の実現 

少子高齢化の進行により地域の労働供給が減少し、地域経済の規模が縮小することで、所

得水準の低下を招き、住みやすい地域社会を維持していくことが困難となる可能性がある中、

地域社会には、多くのポテンシャルを秘めている女性や、元気で豊かな経験と知恵を持つ高

齢者、労働環境や体制が整わず仕事を続けていくことが困難な障害のある方等が、働く意欲

にあふれていても、就労できていない現状が見受けられます。 

誰もが、地域社会の中で居場所と役割を見つけ、自らのニーズにあった働き方で、無理な

く働き続けられる環境づくりを整備することで、将来への安心感の醸成、地域社会の維持が

図られ、また、お互いが地域のコミュニティの中で交流し、支え合い、一人一人の多様な能

力や個性が十分に発揮されることで、新たなイノベーションが生まれ、地域経済のさらなる

拡大につながることが期待されます。 

このような観点を踏まえ、第２期紀の川市総合戦略では、女性、高齢者、障害のある方、

外国人など、誰もが居場所と役割を持ち、活躍できる地域社会の実現に取り組みます。 
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第４章 基本目標と具体的施策 
 

 

 

 

 １．基本目標Ⅰ 
 

基本目標Ⅰ 
 地域の特性を活かして地域の稼ぐ⼒を高め、所得の 

循環構造形成を実現する 

 

地域の特性を活かした産業振興に取り組むことで地域経済の活性化を図り、雇用を拡大・創

出するとともに、能力を発揮してやりがいが得られる地場産業の魅力を積極的にアピールし、

若い世代を中心に幅広い世代が生涯安心して暮らすことのできる就業環境を確保・創出します。 

そのためにも、地域の稼ぐ力を高めるための、地域経済循環構造を構築し、働く場づくりを

通じた安定的な就業機会の確保を図り、市全体の所得を向上させるとともに、地域や民間企業

などの主体性を促すよう公民連携による施策を推進し、稼ぐ地域の創出をめざします。 

 

数値目標 
指  標 基準値 

（ R1/2019 年度 ） 
数値目標 

（ R8/2026 年度 ） 

市⺠一⼈当たり課税対象所得10 113.5 万円/⼈ 138.4 万円/⼈ 

 

 

  

                                                        
10

 総務省「令和元年度市町村課税状況等の調」 

本章では、第２期紀の川市まち・ひと・しごと総合戦略の４つの基本目標と数値目標を設定しま
す。また、各基本目標における基本的方向と具体的施策についても KPI を設定し、これらを達成
するための主な取組を示しています。 
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＜ 施策の基本的⽅向・ＫＰＩ（重要業績評価指標）・具体的施策・主な取組 ＞ 

（１）基本的⽅向 1︓地域経済の活性化と稼ぐ⼒の向上 

地域経済は地域の住民生活の大動脈であり、その活性化は経済のみならず、社会、環境とい

った生活の多様な側面での発展・維持の礎になります。 

そのためにも、地域の稼ぐ力を高めることが重要です。地域の稼ぐ力とは、地域の得意な産

業を中心として域外から所得を稼ぎ、また不得意な分野は他の地域にお任せすることで地域外

との交易を活発化させ、また、地域内での取引を拡大させることで稼いだ所得を地域内に巡ら

せていくことで向上していきます。 

このような地域経済の活性化と稼ぐ力の向上の一貫として、企業の活動を活性化させるため

の取組を行います。 

 

 

【具体的施策】 

①市内企業の振興・活性化 

市内企業の振興・活性化に取り組み、地域の稼ぐ力を高めるための取組を行います。 

 

【主な取組】 
・ 労働生産性の向上や設備投資の活発化を図るための支援 

・ 大学・研究機関等と連携した新産業の創出 

・ テレワーク環境や DX 人材研修、EC サイト等の導入支援 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

  

ＫＰＩ 
（重要業績評価指標） 

指  標 基準値 
（ R1/2019 年度 ） 

数値目標 
（ R8/2026 年度 ） 

製造品出荷額 1,257 億円 1,300 億円 

商業関係事業所数 （卸
売業、小売業） 621 事業所 626 事業所 

商工会会員数 1,207 ⼈ 1,243 ⼈以上 

創業⽀援補助⾦交付件数 0 件 （6 年間で）36 件 
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②起業・創業・経営安定の支援 

地域での起業・創業を促進し、市内商工業の振興を図るための取組を行います。また、地域

経済の活性化を図るため、地域商社設立等の新たなビジネスモデルの創出を検討・推進しま

す。 

 

【主な取組】 
・ 創業希望者への相談・情報提供の推進 

・ 起業・創業に係る支援や開業時における空き店舗等の活用 

・ 商工会と連携した経営の安定化支援・事業承継の推進 

・ インキュベーター教育11の導入 

・ 地域商社12設立の検討・推進 

・ 地域課題解決型ビジネスの創出に向けた地域事業者間連携の推進（ビジネス創出活動

への支援等） 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

 

  

                                                        
11

 「インキュベーター教育」とは、高校生等を対象とした起業のための教育。 

12 「地域商社」とは、地域の多くの関係者を巻き込み、農産物などの地域の資源をブランド化し、生産・加工から販売まで一貫してプ

ロデュースして、地域内外に販売する組織のことである。 
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（２）基本的⽅向 2︓地域経済の好循環形成 

地域で稼いだ所得をなるべく流出させず、お金を地域の中で巡らせていく、所得の循環構

造を形成することで、地域経済はより頑健になります。 

この所得の循環構造形成にあたっては、地域資源を活用し、地域の雇用や地域資本で事業

を展開する「地域企業」の活躍が非常に大きな役割を果たします。 

また、本市の強い製造業（機械産業・その他の製造業等）を中心とした産業の集積化、農

業や食品加工を活かした６次産業化等を地域企業で推進することで、域外から所得を稼ぐと

ともに、域内での産業間の取引が活発化し、所得の好循環がさらに強化されます。 

そして、このような地域企業の活躍により、稼いだ所得が住民所得に届き、住民所得が向

上することが期待されます。 

生産・販売で
稼いだ所得

地域住⺠が
受け取る所得

地域企業

地域企業の活躍により、
稼いだ所得が住⺠の所得に届く

 
 

  

ＫＰＩ 
（重要業績評価指標） 

指  標 基準値 
（ R1/2019 年度 ） 

数値目標 
（ R8/2026 年度 ） 

企業間連携による製品・技
術開発件数 0 件 （6 年間で）6 件 

加工商品ブランドの認定数 0 件 （6 年間で）12 件 

主に市内で買い物をする市
⺠の割合 45％ 70％ 
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【具体的施策】 

①強い製造業（機械産業・その他の製造業等）を中心とした産業集積化 

紀の川市内には、本市に拠点を置く地域企業や誘致企業など、様々な業種の製造業が立地

しており、本市の稼ぐ力の向上に貢献しています。これらの強い製造業（機械産業・その他の

製造業等）を中心とした産業を集積し、強化することで、産業間取引の活発化と地域の稼ぐ力

のさらなる向上に取り組みます。 

 

【主な取組】 
・ 市内事業者・企業間のネットワークの構築 

・ ディレクター機能の補完によるビジネスマッチング13の促進（販売先、調達先、共同研

究開発先等のマッチング機能強化） 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

 

②強い農業、食品加工を活かした６次産業化推進 

本市の農業は、域内総生産（ＧＲＰ）14に占める構成比が約７％（2015 年）と、全国平均の

約１％を大幅に上回る、地域の得意な産業です。 

そこで、本市の得意な農業を活かしつつ、稼ぐ力を高めていくために、２次産業、３次産業

とも連携した６次産業化と地域ブランド創出に取り組みます。 

 

【主な取組】 
・ 農産物を活用した６次産業化、地域ブランドの創出支援 

・ 地域の資源と資金を活用した地域密着型事業の立ち上げ支援 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

  

                                                        
13 「ビジネスマッチング」とは、「ビジネスパートナーを見つける場」、または「企業と企業を結び付けるサービス」を指す。 
14 「域内総生産（GRP）」とは、市町村や都道府県、都市圏や経済圏など、一定の地域内で生産された付加価値額。ここでは紀の川

市で生産された付加価値額を指す。 
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③地域内の消費拡大 

地域内での消費拡大は、地域での生産拡大につながるため、より頑健な地域経済を構築す

るための非常に重要な要素となります。一般的に、日常の消費や観光での消費が見込まれる

小売業、飲食・宿泊サービス等の業種は、人手がかかり、機械による効率化が進みにくい労働

集約型15の業種であり、これらの生産性を上げていくためには、なるべく多くの人々が消費を

してくれるような仕組みが必要です。 

このような仕組みづくりのひとつとして、本市では、公共交通を軸とした、移動環境が充実

し、効率的でバランスのとれたまちづくりを推進し、地域内での消費の利便性を高めること

で、地域内での消費拡大をめざします。あわせて、キャッシュレス化の促進や地域クーポン・

地域通貨16等の導入を検討し、地域での消費の利便性向上と地域内での消費拡大を図ります。 

 

【主な取組】 
・ キャッシュレス化の促進と地域クーポン・地域通貨等の導入検討 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

 

④病院施設を核としたサービス業連携 

地域内の病院施設は、診察・治療を提供するだけでなく、通院等で人が集まる特性を持つ施

設となっています。このような病院施設の特性を活用し、病院施設を核とした小売・飲食業等

のサービス業連携による利便性の向上・環境整備を検討します。また、キャッシュレス化の促

進や地域クーポン・地域通貨等の導入を併せて検討し、通院時に複数の目的の消費を行うこ

とができる環境をつくることで、消費の利便性向上と地域内での消費拡大を図ります。 

 

【主な取組】 
・ 病院を核としたサービス業連携の検討 

・ キャッシュレス化の促進と地域クーポン・地域通貨等の導入検討（再掲） 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

                                                        
15 「労働集約型」とは、事業活動の大部分を人間の労働力に頼る割合が多い形。このため売上高に対する人件費の割合が大きい。 
16

 「地域通貨」とは、円やドルのような法定通貨ではなく、特定の地域やコミュニティ内においてのみ価値を持つ通貨のこと。 
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（３）基本的⽅向 3︓魅⼒ある農業の実現 

農業は、本市の得意な産業であり、かつ、域外から所得を稼ぐ主要産業の一つとなります

が、一方で、本市の農業の稼ぐ力は、全国平均を下回る水準であり、いまだ成長の余地が残

されていると言えます。 

このような本市の農業に対して、国内外での販路拡大、先進的な農業の育成、担い手の育

成といった多面的な支援を行うことにより、魅力ある農業を実現し、農業を強化していくこ

とで、地域経済のさらなる強化を図ります。 

 

 

【具体的施策】 

① 農業経営・生産基盤の強化 

農業経営・生産基盤の強化により、農業の稼ぐ力の基礎となるインフラや環境の整備に取

り組みます。 

 

【主な取組】 
・ ほ場整備や農地集約等による生産基盤の強化 

・ 農業経営の改善及び安定化・効率化の促進・支援 

・ 道の駅「青洲の里」の魅力づくり及び農産物直売施設の充実・支援 

・ 有害鳥獣被害の防止・捕獲対策の強化 

・ 高等教育機関（農学部）誘致に向けた大学との関係づくり 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

  

ＫＰＩ 
（重要業績評価指標） 

指  標 基準値 
（ R1/2019 年度 ） 

数値目標 
（ R8/2026 年度 ） 

農業産出額 1,637 千万円 1,749 千万円以上 

認定農業者数 296 ⼈ 279 ⼈以上 

新規就農者数 23 ⼈ （6 年間で）150 ⼈ 
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②国内外への販路拡大の取組 

本市の特産品であるフルーツを中心とした農産物・地域産品等の、高付加価値化、ブランド

化を図り、国内外での販路拡大に取り組みます。 

 

【主な取組】 
・ 関係機関との連携強化による国内外への販路拡大 

・ 官民一体となった地域産品等のブランド化推進 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

 

③農業の後継者、担い手の育成・確保 

全国的に農業経営は、担い手の高齢化や後継者不足等から継続が困難になっているところ

も多く、本市においても同様の課題に直面しています。このことから、本市の主力産業である

農業を持続させていくため、後継者や担い手の育成・確保に取り組みます。 

 

【主な取組】 
・ 新規就農者受入体制の整備 

・ 親元就農や兼業農家への支援 

 

【SDGs 目標との整合】 
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④スマート農業の推進 

後継者、担い手の育成に取り組むと同時に、より持続可能な農業経営を目指して、ＡＩ、Ｉ

ＣＴ17等の技術を活用した、高効率、高収益な農業を推進します。 

これらの未来技術を活用することで、農業の生産・加工・物流・販売までの工程が効率化さ

れるとともに、高度な品質管理が可能となります。 

また、大都市や関西国際空港との近接性を活かし、Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０の未来技術を活用

することで、大都市圏の消費者ニーズをより詳細に分析・把握し、多様な消費者ニーズに対応

するきめ細やかな対応を可能とする農業生産をめざします。 

 

【主な取組】 
・ ＡＩ・ＩＣＴを活用した高効率・高収益なスマート農業の推進 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

 

  

                                                        
17 「ＩＣＴ」とは、情報通信技術のこと。 
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（４）基本的⽅向 4︓紀の川市で働きつづけることができる環境づくり 

若者、子育て世帯、高齢者、障害のある方等、多様な背景を持つ人々が、自分のライフス

テージや働き方に合わせて柔軟に生き生きと働くことができる環境づくりに取り組みます。

また、企業誘致等による新たな雇用の創出など、働く場づくりにも努めます。 

そして、魅力的な働く環境づくりを通じて、人口の社会減に歯止めをかけることをめざし

ます。 

 

 

【具体的施策】 

①就労支援の充実 

若者や子育て世帯、高齢者、障害のある方等、多様な背景を持つ人々がライフステージに合

わせた就労が可能となるよう支援を行います。 

特に子育て世帯は、結婚、出産、育児といったライフイベントにより働き方へのニーズが大

きく異なるため、多様なニーズに応える就労支援に取り組み、潜在的な労働力の活躍を推進

します。 

 

【主な取組】 
・ 就職フェアの開催及び高校生等の市内企業への就職促進 

・ ワークライフ・バランスの実現に向けた市内企業への啓発・支援 

・ 就業意識・ニーズの多様化に即した就労支援 

・ ＵIJ ターン就職の推進 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

  

                                                        
18 「くるみん認定」とは、厚生労働省が仕事と子育ての両立支援に取り組んでいる企業を認定する制度。 

ＫＰＩ 
（重要業績評価指標） 

指  標 基準値 
（ R1/2019 年度 ） 

数値目標 
（ R8/2026 年度 ） 

合同企業説明会における参
加企業との面談者数 80 ⼈ （6 年間で）450 ⼈ 

誘致企業における地元雇用
者雇用数 760 ⼈ 750 ⼈ 

「くるみん」認定18事業者数 （4 年間で）0 事業者 （6 年間で）2 事業者 
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②企業誘致の推進 

市外からの企業の新規進出や市内企業の投資拡大に対し、奨励金・税制優遇制度や事業用

地の確保等により支援することで企業投資を促し、地元での安定した雇用機会を確保するよ

う取り組みます。また、コロナ禍により全国的に加速が進んでいる、企業における地方移転

（本社機能の一部等）の促進について、取組を検討します。 

 

【主な取組】 
・ 市内企業の投資拡大と企業立地の促進 

 
【SDGs 目標との整合】 

 

  



20 

 

 ２．基本目標Ⅱ 
 

基本目標Ⅱ 
 紀の川市へのひとの流れをつくる 

 

地域経済循環構造の構築により、市民一人当たりの所得を向上させることで、居住地として

の魅力を高め、本市への人の流れを創出します。さらに、地域の社会的な課題を解決するＳＤ

Ｇｓビジネスを展開することで地域の生活水準や満足度を向上させ、さらなる人の流れを促進

します。 

このように、経済面、社会面の両面で地域の魅力をアップさせることで、移住者・定住者の

拡大を図ります。 

また、移住希望者に向けて本市の多様な魅力を積極的に情報発信するとともに、移住者・定

住者の拡大を図るための新たな支援やきめ細かな相談をワンストップで提供する体制の充実

に取り組みます。 

これらとあわせて、地域課題の解決や将来的な移住に向けた裾野を拡大するため、地域と継

続的に多様な形で関わる「関係人口」の創出・拡大を図ります。 

また、自然、歴史・文化、食といった多彩な観光資源の発掘、磨き上げ、活用により、多様

な観光ニーズに合った地域資源の充実及び観光地としての魅力の向上を図り、情報発信するこ

とで、交流人口の拡大を図ります。 

 

 

基本的⽅向1

基本的⽅向2

基本的⽅向3

移住・定住の促進

関係人口の創出拡大

観光振興による交流促進

基本的⽅向

 

  

数値目標 
指  標 基準値 

（ R1/2019 年度 ） 
数値目標 

（ R8/2026 年度 ） 

社会増減数 ▲390 ⼈ 135 ⼈ 
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＜ 施策の基本的⽅向・ＫＰＩ（重要業績評価指標）・具体的施策・主な取組 ＞  

（１）基本的⽅向 1︓移住・定住の促進 

本市を移住・定住先として選ばれるまちとするためには、職と住まいの双方で安心感・満

足度を上げることが重要となります。 

そこで、本市では移住・定住に伴う職さがしと住まいさがしをパッケージとしてバックア

ップする取組を行い、多様な支援メニューを通じて地元定着を促します。 

また、地方移住を考えている希望者に対してまちの魅力を積極的に発信し、地域を知って

もらい、つながりを持ってもらい、そして愛着を抱いてもらう機会を創出します。 

さらに、既に本市に居住している子供たちや若者世代にも自分たちのまちの魅力をよりよ

く味わえるよう、地域資源を生かした地産地消、食育等のふるさと教育を推進し、本市を支

える人財となるよう郷土愛の醸成に取り組みます。 

 

 

  

ＫＰＩ 
（重要業績評価指標） 

指  標 基準値 
（ R1/2019 年度 ） 

数値目標 
（ R8/2026 年度 ） 

ワンストップ窓⼝を活用した移
住相談件数 113 件 （6 年間で）1,630 件 

若者定住促進住宅取得奨励
⾦制度が住宅取得の誘因とな
った件数 

0 件 （6 年間で）580 件 

空き家バンクを通じたマッチング
件数 0 件 （6 年間で）60 件 

移住・定住ポータルウェブサイト
閲覧数 0 件 40,000 件 
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【具体的施策】 

①戦略的なシティプロモーションの展開 

地域のプロモーションには、地域の自然や歴史的遺産等の地域資源を活かし、地域を魅力

的なストーリーで語ることが非常に重要です。また、プロモーションにはマーケティングに

よる消費者のニーズ把握も欠かせません。 

このようなストーリー作りやマーケティングも含め、ＳＮＳ等の様々なチャンネルを活用

した総合的かつ戦略的なシティプロモーションを展開します。 

 

【主な取組】 
・ 各分野と連携したシティプロモーションの総合的な展開 

・ ＳＮＳ等の活用やメディアプロモーションなど効率的な広報宣伝活動の展開 

・ 市場のニーズやマーケティング環境の変化に対応したプロモーションの展開 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

 

②移住・定住促進に関するパッケージ支援 

移住希望者にとっての居住地選択にあたっては、働く場と住まいに魅力があることが重要

であり、本市への移住希望者に対して、職さがし、住まいさがし等のパッケージ支援を行いま

す。 

  

【主な取組】 
・ 移住希望者へのきめ細やかな相談体制の確立（住居・雇用情報の提供等） 

・ 創業希望者への相談・情報提供の推進（再掲） 

・ 起業・創業に係る支援や開業時における空き店舗等の活用（再掲） 

・ 若者の移住・地元定着に向けた支援（奨学金返還支援・住宅取得奨励等） 

・ 移住者に対する空き家改修や引越し等に係る費用の支援 

・ 空き家利活用の促進による住環境の整備 

・ 空き家バンクの創設と移住希望者とのマッチング 

・ 外部人材の活用（地域おこし協力隊等）  
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【SDGs 目標との整合】 

 

 

③移住促進に向けた外部への魅⼒発信 

移住・定住の促進に向けて、ポータルウェブサイト等を活用した移住情報の発信や移住フ

ェア・セミナー等を通じたＰＲ活動等を積極的に行います。 

その際には、本市の魅力の発信だけではなく、移住希望者の多様なニーズをきめ細やかに

把握し、本市とのマッチングを図るマーケティング機能の強化も併せて図ります。 

【主な取組】 
・ 移住・定住ポータルウェブサイトを活用した総合的な移住情報の発信 

・ 移住フェアやセミナーへの出展によるＰＲ活動 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

 

④ふるさと教育の推進 

既に本市に居住している子供たちや若者世代にも住み続けたいまちとして選ばれるよう、

自分たちのまちの魅力をよりよく味わえるようなふるさと教育を推進し、本市を支える人財

となるよう郷土愛の醸成に取り組みます。 

 

【主な取組】 
・ 地産地消・食育推進による郷土愛の醸成 

 

【SDGs 目標との整合】 
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（２）基本的⽅向 2︓関係人口の創出拡大 

本市では、他の地方部と同様に、少子高齢化に伴う人口減少により、地域づくりの担い手

不足という課題に直面しています。その中で、移住・定住や観光といった従来の形だけでは

なく、本市や地域の住民と多様にかかわる「関係人口」を構築することが、課題解決の一助

になります。 

「関係人口」とは、何らかの形で本市に縁がある人の人口であり、本市出身者、本市に親

戚のある人、観光で一度訪れたことがある人、仕事で関係のある人など、様々な形・深度で

かかわりを持つ人すべてを指します。 

 

 

【具体的施策】 

①関係人口の創出拡大 

本市の地域資源を生かした多様な取組を通じて、関係人口の創出拡大を図ります。 

具体的には、本市の大都市とのアクセス性を活かしたワーケーション19の推進、大学と連携

した地域づくり・人材育成の推進のほか、企業参加の森づくりの推進等に取り組みます。 

 

【主な取組】 
・ 地域の特性を活かしたワーケーションの推進 

・ 大学と連携した地域づくり・人材育成 

・ 企業参加の森づくりの推進 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

  

                                                        
19 「ワーケーション」とは、観光地やリゾート地などの休暇先で、テレワークを活用しながら、働きながら休暇をとる過ごし方のこと。 

ＫＰＩ 
（重要業績評価指標） 

指  標 基準値 
（ R1/2019 年度 ） 

数値目標 
（ R8/2026 年度 ） 

連携協定⼤学数 2 ⼤学 5 ⼤学 

ふるさと納税による寄附件数 25,362 件 170,000 件 
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②ふるさと応援寄附⾦制度（ふるさと納税）の推進 

関係人口創出の取組として、ふるさと応援寄附金制度（ふるさと納税）を推進します。 

ふるさと納税の活用等により、本市の地域資源を生かした産品等のＰＲを行うとともに、

財源の拡充を図ります。また、企業版ふるさと納税20の活用を検討します。 

 

【主な取組】 
・ ふるさとまちづくり寄附金（ふるさと納税）に対する返礼品の拡充等 

・ 企業版ふるさと納税の活用検討 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

 

  

                                                        
20 「企業版ふるさと納税」とは、国が認定した地方公共団体の地方創生プロジェクトに対して企業が寄付を行った場合に、法人関係

税から税額控除する仕組みのこと。 
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（３）基本的⽅向 3︓観光振興による交流促進 

本市が有する豊かな自然環境、歴史や文化、スポーツや農業などの多様な地域資源を最大

限に活用して観光振興を行います。 

しかし、観光客数が増加しても、お土産物や飲食料品、宿泊等を地域企業が担っていない

場合には、流入した観光消費はそのまま他地域への支払いとして流出していくことになり、

観光振興によるメリットを地域が享受することができません。 

そこで、本市の観光振興の推進にあたっては、観光客数を増加させるだけでなく、観光消

費の受け皿となる小売、飲食・宿泊サービス、娯楽等の関連産業の育成を図ります。 

また、周辺大都市や関西国際空港とのアクセス性等の地の利を活かし、地域資源を活かし

た新たな観光コンテンツの開発と情報発信等を通じて、さらなる誘客促進にも取り組みま

す。 

 

 

【具体的施策】 

①観光資産の魅⼒創出 

本市が有する豊かな自然環境、歴史や文化、スポーツや農業などの多様な地域資源を活か

し、新たな観光の魅力を創出します。 

また、その際には６次産業化の取組とも連携し、道の駅等での地域産品の加工品等のお土

産物販売、フルーツ・ツーリズム21の推進・展開、本市の歴史や自然を味わう新たな観光商品

開発等に取り組みます。 

取組にあたっては、市、観光協会、紀の川フルーツ観光局、商工会、関連企業、周辺自治体

等の様々な主体間の連携のもとに協働で取組を進めます。 

 

  

                                                        
21

 「フルーツ・ツーリズム」とは、本市が取り組む、特産物であるフルーツを活用した市民との協働による体験型観光のこと。 

ＫＰＩ 
（重要業績評価指標） 

指  標 基準値 
（ R1/2019 年度 ） 

数値目標 
（ R8/2026 年度 ） 

年間観光客数 171.4 万⼈ 220.0 万⼈ 

観光交流拠点利用者数 （R2 ⾒込み）6,000 ⼈ 10,000 ⼈ 

紀の川ぷるぷるファンクラブ
会員数 2,051 ⼈ （R5 年度制度廃⽌） 

体験交流⼈⼝ 4,286 ⼈ 9,300 ⼈ 
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【主な取組】 
・ フルーツ・ツーリズムの推進・展開 

・ 新たな観光資源の発掘と既存地域資源の活用 

・ 観光協会、紀の川フルーツ観光局や民間団体等との協働による取組強化 

・ 市内における宿泊機能の強化 

・ 農産物を活用した６次産業化、地域ブランドの創出支援（再掲） 

・ 道の駅「青洲の里」の魅力づくり及び農産物直売施設の充実・支援（再掲） 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

 

②地域資源を活用した国内外からの誘客促進 

周辺大都市や関西国際空港とのアクセス性等の地の利を活かし、地域資源を活かした新た

な観光コンテンツの開発と情報発信等を通じて、さらなる誘客促進に取り組みます。 

 

【主な取組】 
・ 紀の川フルーツ観光局を核とした観光交流促進による地域活性化 

・ 周辺自治体との連携による広域観光ルートの構築及び周遊化観光コンテンツの開発 

・ 関西国際空港に近隣する地域の強みを活かしたインバウンド22の誘客促進 

・ スポーツ合宿の誘致推進 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

  

                                                        
22 「インバウンド」とは、日本に訪れた外国人客を指す。 
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 ３．基本目標Ⅲ 
 

基本目標Ⅲ 
 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 

市民の結婚・出産・子育ての希望をかなえるまちづくりのためには、まずは頑健な地域経済

循環構造が構築され、市民一人当たり所得が向上することが、経済的な安心感の観点からも重

要です。加えて、公共交通を軸とした、移動環境が充実し、効率的でバランスのとれたまちづ

くりを観点とした交通インフラの整備による移動手段の確保、人のにぎわいを通じたコミュニ

ティの活性化など、インフラ面、社会面での安心感も重要となります。 

これらに対し、他の基本目標に掲げる取組とあわせ、結婚応援や母子保健の充実、保育の質

の向上、子育てにかかる負担の軽減等、安心して結婚・妊娠・出産・子育てをしやすい地域づ

くりに向けた環境を整備するとともに、安心して働くことができる職場環境づくりを促進しま

す。 

また、地域や家庭との連携による子育てや充実した学校教育等により、ライフステージにあ

わせた切れ目のない、きめ細やかな施策を総合的に展開し、あわせて、仕事と生活の調和の確

保に取り組み、子育て世代を全力で応援することで、人口減少の抑制を図ります。 

 

 

基本的⽅向1

基本的⽅向2

基本的⽅向3

出会い・結婚の支援

出産・子育てがしやすい環境づくり

教育環境の充実

基本的⽅向

 

  

数値目標 
指  標 基準値 

（ R1/2019 年度） 
数値目標 

（ R8/2026 年度 ） 

年少⼈⼝（15 歳未満⼈⼝） 6,857 ⼈ 6,820 ⼈ 
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＜ 施策の基本的⽅向・ＫＰＩ（重要業績評価指標）・具体的施策・主な取組 ＞  

（１）基本的⽅向 1︓出会い・結婚の支援 

現在、全国的に未婚化、晩婚化が進んでおり、これが少子化の進行の一因となり、人口の

自然減少につながっています。一方で、若い世代の多くが、結婚に対する希望を持ちなが

ら、「適当な相手にめぐり会わない」ことで希望がかなえられていないという調査結果23や

結婚資金の調達が結婚への大きなハードルとなっているという調査結果24がでています。 

本市では、このような状況に対して、出会いの場の創出等を積極的に行うとともに、婚姻

に伴う経済的負担を軽減することで、結婚に対する希望を叶えやすい環境づくりを目指しま

す。 

 

 

【具体的施策】 

①出会い・結婚の支援 

関係機関等と連携し、結婚に対する気運の醸成を図るとともに、世代や地域のニーズを考

慮した男女の出会いの場の提供等により、出会い・結婚を支援します。 

また、結婚に伴う新生活の経済的負担を軽減することにより、本市で結婚新生活を始めた

い夫婦を支援します。 

 

【主な取組】 
・ 多様な出会いの機会の創出や婚活の支援 

・ 結婚新生活支援事業補助金制度の創設 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

 

  

                                                        
23 厚生労働省「平成 27 年版厚生労働白書」（平成 26 年度厚生労働行政年次報告） 
24 国立社会保障・人口問題研究所「現代日本の結婚と出産－第 16 回出生動向基本調査（独身者調査ならびに夫婦調査）報告書」

(2021 年社会保障・人口問題基本調査) 

ＫＰＩ 
（重要業績評価指標） 

指  標 基準値 
（ R1/2019 年度 ） 

数値目標 
（ R8/2026 年度 ） 

結婚⽀援事業への参加者数 0 ⼈ ― 

結婚新⽣活⽀援事業補助
⾦交付数 ― （３年間で）70 組 
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（２）基本的⽅向 2︓出産・子育てがしやすい環境づくり 

出生率低下の一因として、子育てに対する経済的な不安、仕事と子育ての両立の難しさ、

子育て中の孤立感や負担感等により、子供を持ちたいとの希望がかなわない状況が指摘され

ています。 

本市では、このような状況に対して、妊娠・出産・子育てまで切れ目ない支援を充実さ

せ、安心して出産・子育てができる環境づくりに取り組みます。 

また、子育て世代の支援として、地域全体で子育てを応援し、子育てと仕事が両立できる

環境づくりをめざします。 

 

【具体的施策】 

①妊娠・出産・子育て等への切れ目のない支援 

妊娠、出産、子育てのステージに直面する経済的な不安や孤立感、負担感を軽減し、安心し

て次のライフステージにつなげていけるよう、子育て世代への支援を行います。 

【主な取組】 
・ 安心して妊娠・出産できる母子保健サービスの充実 

・ 妊娠期から乳幼児期までの相談体制の充実 

・ 子育て世帯への経済的支援（子ども医療費助成、保育料等負担軽減、児童生徒の給食

費の無償化など） 

・ 支援を必要とする子供への取組 

・ 子育てを楽しめる環境づくりの推進 

・ 市内で出産できる場所の創出（産科医院の開設支援） 

・ 地域医療の拠点となる公立那賀病院の機能強化 

・ こども家庭センターの設置による包括的な支援体制の構築 

【SDGs 目標との整合】 

 

  

ＫＰＩ 
（重要業績評価指標） 

指  標 基準値 
（ R1/2019 年度 ） 

数値目標 
（ R8/2026 年度 ） 

⼦育てに不安を感じている
家庭の割合 16.1％  基準値未満 

地域⼦育て⽀援拠点利用
者数 12,216 ⼈ 10,700 ⼈ 

保育所待機児童数 0 ⼈ 0 ⼈ 
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②子育てと仕事が両⽴できる環境づくり 

市民の視点に立ったきめ細やかなサービスの提供・確保はもとより、母親だけでなく父親

も仕事と子育てが両立できる環境づくりを推進するため、本市では、子育てと仕事が両立で

きる環境を整備し、自らのライフステージに合わせた柔軟な働き方を選択できるよう支援を

行います。 

また、地域での子供の見守り機能を充実させ、子育て世代が安心して仕事を続けられるよ

うに取組を行います。 

 

【主な取組】 
・ 保育環境の充実（低年齢児受入拡充・延長保育・一時保育等） 

・ 放課後児童クラブ（学童保育）環境の充実 

・ 地域全体で子育てを応援する体制の充実（ファミリー・サポート・センター事業等） 

・ ワークライフ・バランスの実現に向けた市内企業への啓発・支援（再掲） 

 

【SDGs 目標との整合】 
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（３）基本的⽅向 3︓教育環境の充実 

多様な背景を持つ児童生徒が誰でも安心して学業に取り組むことができるよう、良好な教

育環境の充実を図ります。その中で、公共交通を軸とした、移動環境が充実し、効率的でバ

ランスのとれたまちづくりを推進し、コミュニティの活性化を図ることで、学校教育とあわ

せて、地域全体で子供を育て、教育していく教育環境の整備を推進します。 

このようなコミュニティの活性化の取組を基本としつつ、学校教育の環境整備など教育環

境の充実を通じて基礎学力、基礎体力の向上を図りながら、激しい変化が見込まれるこれか

らの社会において、子供たちが自ら学び、仲間と助け合いながら自分らしく自らの道を切り

拓いていくことのできるよう、人間力の土台形成を支援します。 

【具体的施策】 

①学校教育・教育支援の充実 

児童生徒が、誰でも安心して学業に取り組むことができる良好な学校教育の環境整備や経

済的、社会的に困難に直面している児童生徒の支援を行います。 

【主な取組】 
・ 学習環境の整備充実（情報通信ネットワークの環境整備・オンライン教育の充実等） 

・ 学力の向上と豊かな心や個性を育む教育の充実 

・ 教職員の指導力の向上や教育施設の整備・充実 

・ 支援を必要とする児童生徒への取組 

・ コミュニティ・スクール25及び共育コミュニティ26の一体的な推進 

・ 家庭での読み聞かせ促進等の家庭教育の充実に向けた取組 

・ 特色ある学校教育の推進（外国語教育の強化など） 

 

【SDGs 目標との整合】 
 

 

                                                        
25 「コミュニティ・スクール」とは、学校運営協議会を設置した学校のこと。学校運営協議会は学校、保護者、地域が知恵を出し合い、

学校運営に意見を反映させることで、一緒に子供たちの成長を支え「地域とともにある学校づくり」を進める制度。 
26

 「共育コミュニティ」とは、学校・家庭・地域が一体となって、子どもの豊かな育ちや学びを支える中で、子供も大人も共に育ち育てあ

い、人と人とのつながりをより深め、暮らしやすく活力のある地域づくりをめざすもの。 

 

ＫＰＩ 
（重要業績評価指

標） 

指  標 基準値 
（ R1/2019 年度 ） 

数値目標 
（ R8/2026 年度 ） 

「学校に⾏くのは楽しい」と
思う児童⽣徒の割合 

児童︓ 92.5% 
⽣徒︓ 90.2% 

児童︓94.0% 
⽣徒︓91.0% 

全国学⼒・学習状況調査
における全国平均正答率の
⽐較（市⽴小・中学校） 

小６︓ 1.6％ 
中３︓-7.6％ 

小６︓1.0％ 
中３︓0.0％ 
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 ４．基本目標Ⅳ 
 

基本目標Ⅳ 
 誰もが活躍でき、安全で安心して暮らしつづけること 

ができる住みよいまちをつくる 

 

人口減少社会におけるこれからのまちづくりのためには、将来にわたり都市機能や地域の活

力を維持し、暮らし続けることができることを観点に、時代にあった持続可能なまちづくりを

進める必要があります。また、人口減少に対する取組の効果が現れるまでには、長期間を要す

ることから、人口減少や高齢化など時代に対応した環境づくりを同時並行的に進める必要があ

ります。その際、地域の社会的課題を解決するＳＤＧｓビジネスの展開等を通じて、住民の安

全・安心を提供し、住みよいまちづくりに貢献しながら、自身のやりがいも追及するなど、地

域のより良い環境、経済、社会の姿を自分たちで考え、自分たちの手でつくり、そのメリット

を自分たちが享受する、そしてそれがさらに自分たちで考え行動する力となっていく、という

循環ができることで、地域の魅力と活力が高まります。 

また、公共交通を軸とした、移動環境が充実し、効率的でバランスのとれたまちづくりを観

点とした交通インフラの整備による移動手段の確保、人のにぎわいを通じたコミュニティの活

性化など、インフラ面、社会面での安心感も重要となります。 

このように、人口減少時代に合ったまちづくりを進めるとともに、いつまでも、安全・安心

な暮らし、にぎわいのある生活環境、誰もが居場所と役割を持ち活躍できる地域社会など、自

然や日常の豊かさを実感できるまちづくりを進めることで、市内外の人を引き寄せる都市の魅

力を生み出し、高めていきます。 

 

 

  

数値目標 

指  標 基準値 
（ R1/2019 年度 ） 

数値目標 
（ R8/2026 年度 ） 

紀の川市に暮らし続けたいと思う市
⺠の割合 78.7% 85.0% 
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＜ 施策の基本的⽅向・ＫＰＩ（重要業績評価指標）・具体的施策・主な取組 ＞ 

（１）基本的⽅向 1︓地域共生社会の実現 

かつては、地域、家庭、職場といった様々なコミュニティでの助け合い、相互扶助が見ら

れましたが、近年においては、特に地域コミュニティの弱体化が指摘されています。 

地域共生社会の実現のためには、地域のコミュニティの活性化が不可欠であり、地域資

本・地域雇用で事業を展開する地域企業との協働や、地域イベントの開催などにより、まち

のにぎわいを高めつつ、地域課題の解決にもつながるような取組を推進します。 

このように、本市では、地域コミュニティを活性化させるとともに、若者、高齢者、女

性、外国人、障害のある方など、支え手側と受け手側に分かれるのではなく、多様な主体が

自分の役割を持ち、自分らしく活躍しながら地域づくりに参加できる「地域共生社会」の実

現に取り組みます。 

 

 

【具体的施策】 

①多様な主体の活躍の支援 

高齢者、障害のある方などを積極的に雇用するＳＤＧｓビジネスの支援等を通じて、地域

の生活水準を高めつつ、多様な主体の活躍の場の提供に取り組みます。 

 

【主な取組】 
・ 高齢者、障害のある方の活躍の場づくり 

・ 多文化共生社会の推進 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

  

ＫＰＩ 
（重要業績評価指
標） 

指  標 基準値 
（ R1/2019 年度 ） 

数値目標 
（ R8/2026 年度 ） 

⾃治会加⼊率 75.1％ 73.0％以上 

⾃治会やコミュニティ活動に
参加した市⺠の割合 54.2％ 60.0％ 
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②地域コミュニティの活性化、交流と地域連携 

地域コミュニティの中心となる自治会等の活性化を支援します。あわせて、地域内の交流

と連携を進めるため、市民活動団体の育成・活性化や地域企業等との協働・連携を通じて地域

コミュニティの活性化に取り組みます。 

 

【主な取組】 
・ 自治会への加入促進・活性化支援 

・ 市民活動団体の育成・活性化 

・ 「小さな拠点」27を中心とした生活圏の整備推進 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

  

                                                        
27  「小さな拠点」とは、小学校区など、複数の集落が散在する地域（集落生活圏）において、商店、診療所などの日常生活に不可欠

な施設・機能や地域活動を行う場所を集約・確保し、周辺集落とコミュニティバス等の交通ネットワークで結ぶことで、人々が集い、

交流する機会が広がっていく、集落地域の再生を目指す取組。 
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（２）基本的⽅向 2︓安全で安心して暮らしつづけることができるまちづくり 

地震や風水害など自然災害に対して、自主防災組織の育成や防災意識の普及・啓発活動等

を通じて、災害発生時の被害を最小化する災害対応力を強化し、安全・安心して暮らすこと

ができるまちづくりを進めます。 

また、健康づくりの推進、地域医療や高齢者施設の充実、生涯学習・生涯スポーツの推進

等を通じて、あらゆる年代の人々が楽しみながら健康を維持し、学び続けることができる環

境整備に取り組むとともに、地域社会全体がデジタル技術の恩恵を受けられるような取組を

推進します。 

 

【具体的施策】 

①災害対応⼒（地域防災⼒）の強化 

地域のコミュニティ活性化への取組を基盤としつつ、自主防災組織の育成や防災意識の普

及・啓発等、災害対応力（地域防災力）の強化に取り組みます。 

 

【主な取組】 
・ 自主防災組織の育成 

・ 防災意識の普及・啓発 

・ 防災施設等の計画的な整備 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

                                                        
28

 「紀の川てくてく体操」とは、高齢者が自身の身体状況に応じて、さまざまな運動や体操を行い、要介護状態になるのを防ぐ取組。 

ＫＰＩ 
（重要業績評価指標） 

指  標 基準値 
（ R1/2019 年度） 

数値目標 
（ R8/2026 年度 ） 

⾃主防災組織率（世帯割） 87.5％ 100.0％ 

健康づくりに意識的に取り組んでい
る市⺠の割合 58.4％ 70.0％ 

健康寿命 男性︓ 78.82 歳 
⼥性︓ 82.95 歳 

男性︓ 79.94 歳以上 
⼥性︓ 84.40 歳以上 

地域医療に満⾜していると感じてい
る市⺠の割合 41.８％ 42.5%以上 

紀の川てくてく体操28の活動拠点数 86 拠点 120 拠点 

デジタル化が進むことに不安を感じて
いる市⺠の割合 ― 50.0％ 



37 

 

②健康づくりの推進 

紀の川市健康増進計画に基づき、市民が取り組みやすい健康づくりを推進するとともに、

ライフステージ・健康レベルに応じた健康増進に取り組みます。また、疾病予防、検診・保健

指導の充実に取り組みます。 

 

【主な取組】 
・ 健康増進計画に基づく市民が取り組みやすい健康づくりの推進 

・ 疾病予防・重症化予防対策の充実 

・ 特定検診・特定保健指導29の充実 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

 

③地域医療の確保と充実 

地域医療は、住民が安心して暮らすために必須の機能です。このような医療機関の機能強

化により、さらなる安心を提供する取組を行います。 

 

【主な取組】 
・  市内で出産できる場所の創出（産科医院の開設支援）（再掲） 

・ 地域医療の拠点となる公立那賀病院の機能強化（再掲） 

・ 医療機関の連携による救急医療・小児医療体制の充実 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

  

                                                        
29  「特定保健指導」とは、特定健診の結果から、生活習慣病の発症リスクが高く、生活習慣の改善による生活習慣病の予防効果が

多く期待できる方に対して、専門スタッフ（保健師、管理栄養士など）が生活習慣を見直すサポートをすること。 
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④高齢者施策の充実 

地域内での高齢者の居場所づくりを支援することで、まちのにぎわいを高めつつ、コミュ

ニティを活性化しながら、見守りや声かけのできる環境づくりと、地域の共助体制の確立を

めざします。また、地域においてフレイルチェック事業30を取り入れることで、高齢者の外出

を促し、見守り活動や介護予防・フレイル予防につながる取組を進めます。 

 

【主な取組】 
・ 高齢者の身近な居場所づくりの支援 

・ 介護予防・フレイル予防活動の普及・推進 

・ 高齢者の見守り対策の充実 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

 

⑤生涯学習・生涯スポーツの推進 

高齢化社会のさらなる進展が見込まれる中、生涯学習・生涯スポーツの実践は、心身の健康

の維持・向上や生きがいづくり、ひいては健康寿命の延伸につながる重要な取組です。 

本市では、市民が健康に暮らしつづけることのできる環境整備と取組の支援として、生涯

学習・生涯スポーツの機会の充実や活動支援、人材の育成に取り組みます。 

 

【主な取組】 
・ 生涯学習・生涯スポーツの機会充実、活動支援、人材育成 

・ 桃源郷運動公園のリニューアル 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

 

 

 

                                                        
30 「フレイル」とは、年齢を重ね、心身の活力（筋力、認知機能、社会とのつながりなど）が低下した状態のことをいう。 「虚弱」の意。 

「フレイルチェック」とは、東京大学が考案した、市民同士でフレイルの危険度をチェックし合い、集いの場で学び合うフレイル予防

プログラムのこと。行動・栄養・口の健康・社会参加に機能低下がみられないかをチェックする。 
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⑥地域社会のデジタル化の推進 

 制度や組織のあり方等をデジタル化に合わせて変革していくデジタル・トランスフォーメ

ーション（ＤＸ）が社会全体に求められており、住民の利便性の向上に向けて、行政サービ

スにおいてもデジタル技術を積極的に活用します。 

 

【主な取組】 
・マイナンバーカードを活用した行政手続のオンライン化や証明書コンビニ交付の推進 

・書かない窓口の推進 

・デジタルデバイド（情報弱者）対策の推進 

・市公式 LINE などを活用した情報発信の充実 

・民間デジタル人材の配置 

 

【SDGs 目標との整合】 
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（３）基本的⽅向 3︓生活基盤・公共インフラの整備 

生活インフラや交通インフラ等の充実は、快適な生活環境のための基盤となりますが、公

共交通を軸とした、移動環境が充実し、効率的でバランスのとれたまちは、経済、環境、社

会の多様な面で住民の満足度を向上させる、地域がめざすべき都市構造です。 

本市では、まとまりのある市街地の形成・まちづくりを基本とし、公共交通、道路、情報

通信等のインフラの維持・整備を通じて、より快適な生活環境の整備に取り組みます。 

あわせて、市民の交通手段として持続可能な公共交通体系を維持・充実し、公共交通機関

の利用促進に取り組みます。 

このように、市民がいつまでも快適に暮らしていけるよう、長期的な視点でまちづくりを

進めていきます。 

 

 

【具体的施策】 

①公共交通の維持・充実 

公共交通の維持・充実は、本市においてもさらなる進展が見込まれる高齢化社会において、

高齢者等の移動手段確保につながります。今後、人口減少により利用者数の減少が見込まれ

ますが、公共交通を軸とした、移動環境が充実し、効率的でバランスのとれたまちづくりとと

もに、市民の交通手段として持続可能な公共交通体系を維持・充実し、公共交通機関の利用促

進に取り組みます。 

【主な取組】 

・ 地域公共交通サービスの維持・充実 

・ 地域の実情に即した公共交通の確保と交通ネットワークの構築 

・ 予約に応じて乗降ポイント間を運行するデマンド乗合交通の導入   
【SDGs 目標との整合】 

 

 

ＫＰＩ 
（重要業績評価指標） 

指  標 基準値 
（ R1/2019 年度 ） 

数値目標 
（ R8/2026 年度 ） 

地域巡回バスの年間利用
者数 35,434 ⼈ 27,000 ⼈ 

紀の川コミュニティバスの 
年間利用者数 31,874 ⼈ 20,600 ⼈ 

「⽣活道路が安心して通⾏
できる」と思う市⺠の割合 36.5％ 50.0％ 
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②公共インフラの整備 

公共交通を軸とした、移動環境が充実し、効率的でバランスのとれたまちづくりを推進し、

道路やその他の公共インフラの整備や維持・管理に取り組みます。 

 

【主な取組】 
・ 道路や既存施設をはじめとする公共インフラの効率的な整備及び維持・管理の推進 

・ 京奈和関空連絡道路早期着工に向けた取組 

・ 情報通信基盤の維持・整備 

 

【SDGs 目標との整合】 

 

 

③計画的なまちづくり 

京奈和関空連絡道路の将来的な整備を見据え、既存のインフラ等を活用しつつ、地域の得

意な産業等と連携した計画的なまちづくりを進めます。具体的には、京奈和自動車道紀の川

ＩＣ周辺を中心としたエリア等について、本市の得意な産業である農業の加工・出荷場整備

や機械産業等の製品の物流機能、観光農園、観光レクリエーション施設との連携等、本市の地

域資源を活かし、地域経済循環構造構築に資する活用方法を検討します。 

 

【主な取組】 
・ 京奈和自動車道紀の川ＩＣ周辺を中心としたエリア等の土地利用策の検討 

 

【SDGs 目標との整合】 
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 ５．施策体系図 
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第５章 第２期紀の川市まち・ひと・しごと総合戦略の推進 
 

 

 

 

 １．総合戦略の推進体制 
第２期紀の川市総合戦略の着実な推進を図るため、庁内関係部署が連携して具体的取組、

企画立案等を進め、副市長を本部長とする「紀の川市まち・ひと・しごと創生推進本部」に

おいて、総合的な進行管理を行います。 

また、産・官・学・金・労・言等で構成する「紀の川市まち・ひと・しごと創生総合戦略

審議会」（以下「総合戦略審議会」という。）において、外部の知見を活用した検証を毎年

度行い、後年度の施策展開についての意見聴取を行います。 

 

※「産官学金労言等」：産業界、行政機関、教育機関、金融機関、労働団体、メディア、市民   

 

 ２．総合戦略の進⾏管理 
第２期紀の川市総合戦略の進行管理については、ＰＤＣＡサイクルにより、毎年度、基本

目標ごとに設定した数値目標並びに主な取組ごとに設定した重要業績評価指標（ＫＰＩ）等

を基に施策・事業の効果を検証します。 

また、検証結果に基づいて今後の課題と対応方向を整理するとともに、その妥当性・客観

性を担保し、総合戦略審議会からの意見を反映させるため、基本目標の実現に向けた施策の

見直しや改善を行うほか、国の動き等も踏まえながら、必要に応じて改訂を行います。 

なお、検証結果については、速やかに市ホームページで公表し、市民へお知らせします。 

 

※「ＰＤＣＡサイクル」：Plan-Do-Check-Action の略称。Plan〈計画）Do（実施）Check（評価）Action（改

善）の 4つの視点をプロセスの中に取り込むことで、プロセスを不断のサイクルとし、継続的な改善を推

進するマネジメント手法のこと。Plan-Do として効果的な総合戦略の策定・実施、Check として総合戦略

の成果の客観的な検証、Action として検証結果を踏まえた施策の見直しや総合戦略の改訂を行う。  

 

 

 

 

 

 

本章では、第２期紀の川市まち・ひと・しごと総合戦略の推進体制と進⾏管理について説明して
います。 
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